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2015 年は、1 兆円を超える Merger and Acquisitions（以降は M&A と略記）が顕著であった。
エレクトロニクス、食品、製薬、農薬、化学、石油等々、広範な産業にわたる世界規模の
企業統合が加速する。2016 年も大型の M&A は継続し、日本のソフトバンク・グループが
英国の ARM Holdings を約 3 兆 3000 億円で買収した。さらに、米国の Qualcomm がオラン
ダの NXP Semiconductors を 470 億米ドルで買収する計画を発表した。実現すれば、半導体
業界では過去最大の M&A となる。各国の低金利政策、大企業の豊富な手元資金を背景に、
企業統合と研究開発競争は、過熱の様相を呈している。 











































                                                   





























の Business Research and Development and Innovation Survey（BRDIS）、欧州連合（EU）の 
Industrial R&D Investment Scoreboard（IRI）の三種である。先ず、前者の二つを参照して、
2001 年度から 2013 年度の期間における日米の全産業（日本の場合は金融・保険業を除く）
における研究開発の全体像と傾向を概観する5。 
企業規模の分類に関しては、BRDIS の基準を援用して、従業員数 25000 人以上の企業を
巨大企業、10000 人以上を大企業、1000 人以上を大規模企業、1000 人未満を小規模企業と
位置づける。以下、本稿における企業規模は、この分類に従い、大規模化は従業員数の増
大、小規模化は従業員数の減少を意味する。 
                                                   
5 BRDIS の最新版は、2013 年度までを網羅する。（2014 年度は 2017 年 8 月に公開予定）他方、日本の
「研究開発費等に係る会計基準」は、平成 10 年 3 月 13 日付企業会計審議会に基づき、平成 11 年 4 月 1
日以降の事業年度に適用されるため、日米両国の公的機関の資料を比較する場合は、2001 年度から 3 年






発集約度）が 3％を超える以下の 7 種に限定し、これらをサイエンス型産業6と称して、上

























仮説１ 米国の小規模企業（従業員数 1000 人未満）の研究開発費の占有率は、上昇しない。 
仮説２ 研究開発費の日米差は、大規模企業（従業員数 1000 人以上）で拡大傾向にある。 
仮説３ 研究開発集約度の日米差は、米国が大かつ拡大傾向にある。 
 
                                                   
6 Williamson(1975[1983])pp.196-197（邦訳 p.320）を参照。科学に基礎を置く諸産業は、例外として扱うべ
きと主張されるが、本研究はこれらの諸産業を一般論として扱うことに現時点では大きな問題がないと































































しかしながら、「標準化」を意味する Standardization は、Oxford English Dictionary 2nd 














                                                   
7 Crease(2011,邦訳 2014)p.33 
8 Smith(1776,邦訳 2007) p.41 
9 橋本(2002)に詳しい。 

































                                                   
11 Ibid.,p.77 
12 Marshall の標準化に関しては、藤井(1996,2003)を参照。Langlois の Marshall 解釈は、Langlois(2007)pp.4-5
を参照。「マーシャルは、大規模株式会社を組織イノベーションの最高形態とはみなさなかった。それ
どころか、正反対の立場をとった」（邦訳 p.9） 










表 2.1 標準の目的と正負の効果 
 
出所：Swann(2000) p.8 から筆者作成 
 
次いで、Swann(2010)は、「標準化の経済学のアップデート」と題して、直近の 10 年間で















                                                   
16 Swann(2010) p.3 
17 Ivid.,p.22 
18 Electronic Waste（電気製品、電子製品の廃棄物）は、環境問題の一環として盛んに議論されている。 
 標準の目的 正の効果 負の効果












第３節 Veblen(1904) 『企業の理論』 
 Veblen は、米国制度派経済学の始祖と知られ、今日も顧みられる経済学者の一人である





























                                                   
19 Hodgson(1988)、佐々木(1998)、宇沢(2000)、稲上（2013）を参照。 
20 Veblen(1904,邦訳 1965[2009]), pp.5-6 





































                                                   
25 Ivid.,p.202 
26 Ivid.,p.252 現在の米国社会の格差に関しては、Murray(2012)に詳しい。 
27 Ivid.,p.285 
28 Ivid.,p.309 





Langlois は、Veblen の思想体系を鋭く意識している。先行する Langlois＝Robertson(1995)








後に Langlois(2007)は、冒頭で Berle=Means(1932)に言及し、脚注で Veblen(1921)に触れる。
中山(1974)は、Veblen 研究者の中で制度派経営学者の解釈として「株式会社における所有
と経営の分離および経営者支配の思想の萌芽、経営者革命論の先駆者」34を挙げる。以上
の関係性から、Langlois と Veblen を対比する手続きは重要であると主張する。両者を比較










                                                   
30 Veblen(1904,邦訳 1965[2009]) p.17 
31 Langlois, and Robertson (1995) p.144（邦訳 p.249） 
32 Langlois(2003) p.369  
33 Langlois(2003) p.370  





























出所:Langlois and Robertson (1995) p.32 







                                                   
36 Williamson(1975[1983])p.20（邦訳 p.35） 
37 Langlois(2007)p.101（邦訳 p.153） 
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 コスト・プレミアム⊿C が負⇒ B*から左：内製（内部化）を選択 
「補助的ケイパビリティの統合≒内製（内部化）による費用」＜「市場取引による費用」 































                                                   
38 Langlois and Robertson (1995) pp.32-33（邦訳 pp.58-61） 
39 Ivid.,p.35（邦訳 p.62） 
40 Langlois(2003)p.354 

























                                                   
42 Ibid., p.365 


















































































は Veblen と Langlois の標準化に対する見方にも現れる。 
Veblen は、18 世紀の標準化が、その後の時代の支配的な経済制度として続いていると論
じながらも、18 世紀の標準化は、物質的因果の基準よりも製作者的効率の基準に還元すべ
きものとして、18 世紀の手工業体制と 19 世紀末の機械過程との差異を強調する52。 




49 佐々木(1998) p.63 
50 宇沢(2000)p.31 「新古典派経済学」の諸特徴に関しては、Hodgson(1988)の序論を参照されたい。 
51 宇沢(2015)pp.19-20 


















表 2.2  Veblen と Langlois のコントラスト 
 
出所：筆者作成(2016)  
                                                   
53 Veblen(1899 邦訳 1961[2010]) pp.183-184 





本研究の射程 The Theory of Business Enterprise (1904)






























































                                                   
55 Veblen(1904 邦訳 1965[2009]) p.295 
56 Langlois(2003)p.370 
57 Ibid.,p.373 

















る。それらの企業には U.S. Steel、Standard Oil、General Electric、United Fruit、Eastman Kodak、














                                                   
59 Brooks (1987[1988])p.171（邦訳 pp.165-166） 



































 但し、Schumpeter をはじめ、Galbraith を筆頭とする 1950 年代の論者は同じ立場を取り
ながら「実証を行っていない」66と Mansfield(1963)は指摘して、ガルブレイス仮説の検証
がその後、積極的に試みられていく。Williamson(1975)を参照しながら 1960 年代の代表的
                                                   
62 根井(2006) pp.47-50 を参照。 




64 Galbraith(1952[2014])p.86（邦訳 pp.114-115） 







 企業規模とイノベーションに関する実証研究が 1960 年代に進展した背景に、科学・技術
を新興する目的で 1950 年に設立された全米科学財団（National Science Foundation,NSF）の
存在がある。連邦機関が基礎資料を公開することで計量経済学に基づく分析が活発化する。 
Hamberg(1964) は、全米科学財団の資料から 1950 年代の米国製造業の研究開発費の割合








究開発活動の活発度の代理変数を R&D 従業員数 Y とし、企業規模の代理変数を総従業員
数 X とする基本的な型である。（１）式を最小二乗法で推定するために、（２）式に変換す
る。Y の X 弾力性を検証する両対数モデルと呼ばれる。𝑒𝑖が誤差項である。 
（２）式を最小二乗法で推定し、弾力性を示す b が 1 を超えれば、ガルブレイス仮説の
支持と簡易的に判断する。彼は、説明変数 X に総資産も用いたが、いずれの推定結果も弾
力性 b が 1 を超える産業は多い反面、有意水準 5%では統計上の有意を示す産業は少ない
ために「通説を支持する明白な証拠はない」70と結論する。 
  𝑌𝑖=a𝑋𝑖
𝑏𝑒𝑖              ……（１） 
  log𝑌𝑖=log a + b log𝑋𝑖+𝑒𝑖       ……（２） 
続く Scherer(1965a)は、Hamberg(1964)を補完する。米国の National Research Council’s 1955 




いる。売上高が大きいほどに R&D 従業員数が増大する傾向（3 次項の係数が正）は、化学
産業を除いては見られず、ある程度の売上高をピークに徐々に下がる傾向（3 次項の係数
                                                   









 R𝐷𝑖= c +𝑑1𝑆𝑖+𝑑2𝑆𝑖
2+𝑑3𝑆𝑖






























                                                   
72 Ibid.,p.265 
73 Nelson, Peck, and Kalachek(1967)p.67 
74 Mansfield(1964)pp.335-336 





出所: NSF(2011) Research and Development in Industry:2006-2007 Table 32 から筆者作成 





気後退を背景とする。1973 年と 1974 年の石油価格の高騰を受けて米国の巨大企業の成長
は鈍化を見せ始める。彼は、ガルブレイス仮説とその対極にある競争仮説76のいずれに対
しても批判的な立場を取り、先述の Nelson=Peck=Kalachek と Mansfield に賛意を表明しな
がら、1960 年代の実証研究を図 3.2 の通り総括する77。 
 
出所:Williamson(1975) p.182 
図 3.2 相対的企業規模と研究開発集約度 
                                                   
76 Williamson(1975[1983])p.182（邦訳 p.299-300）「競争的な市場構造が進歩性を助長する方向に作用する
という仮説」を指し、Williamson は、重要な例外があることを認める必要があると述べている。 
77 Ibid.,p.182（邦訳 p.298） 
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78 Ibid.,pp.205-206（邦訳 p.333） 
79 Galbraith(1952)も反トラスト法を批判する。特に小企業同士の統合が承認されない点を非難する。 
80 Rowlinson (1997)、及び Milgrom, P.J.=J.D. Roberts (1992)を参照されたい。 
81 Perrow(1986)p.247 






























しろ、1980 年代の M&A は Veblen(1904)が危惧した「金融の将帥」が支配する金融資本主
義を彷彿させる。Brooks(1987)は、M&A を仕掛ける投資銀行の過剰は、激しい怒りを覚え
るほど誰の目から見ても明らかであり、次のように結論する。 
                                                   
83 Ibid.,pp.212-213（邦訳 p.225） 
84 亀川(2015) p.183 
85 Williamson(1975[1983])p.261（邦訳 p.428） 
86 Williamson(1985)p.143 
87 Brooks (1987[1988])p.175（邦訳 p.169） 
88 Ibid.,pp.177-178（邦訳 pp.171-172） 
















ら原理を以下の通り特徴づける91。M はマーケット、O はオーガニゼーションを意味する。 
（１）取引参加者各人の決定原理の特徴（決定原理） 
 M1＝価格、効用最大化 O1＝権限による命令 
（２）取引参加集団のメンバーシップおよび参加者間の相互関係の特徴（メンバーシップ） 
 M2＝自由な参入・退出 O2＝固定的・継続的関係 
純粋な市場取引の原理は(M1、 M2)、純粋な組織内取引の原理は(O1、 O2)というベク














                                                   
90 Ibid.,p.342（邦訳 p.330） 












出所:今井・伊丹・小池(1982) p.142 を基に筆者作成 
図 3.3 資源配分の原理 
 
第４節 21 世紀の新しいパラダイム 
Williamson(1975)から四半世紀を経た 21 世紀は、科学を基礎とする産業を一般論に加え
ても支障はないはずである。むしろ、科学を基礎とする産業こそ一般論とすべきかもしれ








                                                   
93 Ibid.,p.159 











（１）NIH (not invented here) virus95  
新製品を開発するためには、自ら発明しなければならない。自ら発明していないもの 
は不安、不信感がある。 




の論拠の一つに表 3.1 を挙げる。Hamberg(1964)の 1950 年代とは対照的に、研究開発費の
割合は、最大規模階級で低下し、最小規模階級の上昇が読み取れよう。全米科学財団の基
礎資料、Business Research and Development and Innovation Survey （以下 BRDIS と略記）が
使用される。ここで、最新の BRDIS を基に、研究開発を行う米国企業の企業数を表 3.2 に
整理しておこう。IT バブル崩壊直前の 1999 年に従業員数 1000 人以上の階層は、企業数の
ピークを記録した後、2001 年に大きく減少する。1000 人未満の企業数は、2001 年に一旦
落ち込むが、以降は堅調に増加傾向にあり、新しいパラダイムを一見では支持するもので
あろう。 
表 3.1 米国企業の研究開発費の割合（規模別） 
 
出所: Chesbrough (2003) p.48 
 
表 3.2 研究開発を行う米国企業の企業数（規模別） 
 
出所: BRDIS を基に筆者作成 
                                                   
95 Ibid.,p.30,182（邦訳 p.46,p.191） 
96 Ibid.,p186（邦訳 p.195） 
1981 1989 1999
<1,000 employees 4.4 9.2 22.5
1,000-4,999 6.1 7.6 13.6
5,000-9,999 5.8 5.5 9.0
10,000-24,999 13.1 10.0 13.6
25,000+ 70.7 67.7 41.3
1991 1995 1999 2001 2003 2007 2010 2013
1,000人未満 22,934 31,519 37,195 31,706 36,365 41,905 47,055 69,084
1,000-4,999人 966 1,217 1,157 1,039 1,001 1,039 912 944
5,000-9,999人 192 274 288 244 211 211 187 196
10,000-24,999人 166 172 198 156 166 158 134 141














業を事例としたことには意味がある。米国の特許商標庁(United States Patent and Trademark 
Office, USPTO)の公開情報をもとに、米国の特許数（年間）の推移と代表的産業の占有率
の推移を図 3.4 に示す。本図の特許は、およそ 9 割を占める Utility Patent の内、申請数
(application)ではなく、承認された数(grant)を表し、米国（民間企業・公的機関・大学等）
が取得したものに限定して、他国が取得したものは含まない。 
特許総数は、1990 年の 46,172 から 2012 年は 119,633 と 2.6 倍に増加する。コンピュータ・
エレクトロニクス産業(NAICS Classification ID 334)の割合は、1990 年の 24.9％から 54.4％
へと大幅に伸ばして他の産業を圧倒する。化学産業(Chemicals: NAICS Classification ID 325)
は、バイオ・医薬産業を含み、輸送関連産業(Transportation Equipment: NAICS Classification 






業規模別の特許数が不明のため、再び BRDIS を参照して米国の巨大企業の占有率を図 3.5
に示す。BRDIS の規模別の特許数は、産業種別がないため、本図は全産業を網羅するが、
最大規模階級の占有率が徐々に上昇傾向を示すことに注意を払いたい。 
                                                   
97 Chesbrough(2003)p.53（邦訳 p.65） 
98 Ibid.pp.132-133（邦訳 p.138）「残されたリスク」は Chesbrough の優れた指摘であろう。「社外の知識
を利用することは強みでもあり、リスクでもある。…半導体業界における基礎研究は、かつては軍や IBM




99 Ibid.,p.185（邦訳 p.193） 
100 Chesbrough(2006)pp.56-57（邦訳 pp.72-73） 
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  出所: USPTO(2016)を基に筆者作成 
図 3.4 米国の特許数（単位:1000）と代表的産業の占有率 
 
 
 出所: BRDIS(2013、2104、2015 and 2016)を基に筆者作成 



































                                                   
101 Cohen(2010)p.153 脚注 25 を参照。 
102 Ibid., p.153 
103 Ibid., p.154 












 企業規模とイノベーションに関する議論は、米国の政治と M&A の波を受けた時代特有
の問題意識が投影される。第二次世界大戦中と戦後の巨大企業の優位性が強調された時代




















た M&A を加速しつつあり、理論的枠組みと政策と企業の実体は必ずしも一致を見ない。 
                                                   
105米国の最近の研究は、Knott(2016)と Knott=Vieregger(2016)を参照。ここで使用されるデータベース、
















民間企業をリストアップする。このリストは、Industrial R&D Investment Scoreboard107（以
降は IRI と略記）と称し、Web 上で公開されている。 
IRI は、各社のアニュアル・レポートと Bureau van Dijk Electronic Publishing GmbH (BvD)
のデータをもとに、企業名、国名、産業種別、研究開発投資額（研究開発費と同義。以降
は R&D と略記）、売上高、利益率、設備投資額、従業員数を明示する。各種の定義は、国
際会計基準に準拠し、財務数値はユーロで表記される108。2014 年度の上位 2500 社の R&D
総額は、民間企業のおよそ 9 割以上に及ぶ109。IRI を管轄する欧州連合の Joint Research 
Centre は、イノベーション研究を JRC Technical Report として適宜公開し、最新の IRI を用
いた実証研究をもとに活発な議論と政策提言が展開される。 
一連の努力にも関わらず、eurostat のプレスリリース110は、R&D の対 GDP 比は、EU 圏
の 28 か国で 2008 年の 1.85％に対して 2013 年は 2.02％（見込み）と微増を伝える。就業率
（20 歳～64 歳）も奮わず、2020 年の 75％目標に対して、2008 年が 70.3％、2013 年が 68.4％
と悪化を辿る。ここで OECD（経済協力開発機構）が公開するデータから直近 20 年間の推
移を図 4.1 と図 4.2 に示そう。 
図 4.1 で R&D は、民間企業、公的機関と大学を含む全ての活動を網羅する。「EU28」の
R&D 対 GDP 比は 1995 年以来、緩やかな上昇傾向を示しているが、2014 年でおよそ 2％と
目標の 3％に遠く、人口一人あたりの GDP は、米国の 100 を基準として、2011 年をピーク
に停滞する。低調な経済成長と R&D が伸び悩む中、2015 年 10 月にスペインで開催された
欧州会議、第 5 回の CONCORDi(Conference on Corporate R&D and Innovation)は、改めて実
                                                   
107 iri.jrc.ec.europa.eu/scoreboard.html 
IRI は、欧州連合の Institute of Prospective Technological Studies (IPTS, Joint Research Centre)が主導する
Industrial Research and Innovation Monitoring and Analysis (IRIMA) activities の一環として公開される。 
108 定義の詳細は、各年度の Methodological notes を参照。 







    出所：OECD (2016)、 Gross domestic spending on R&D を基に筆者作成 
図 4.1 R&D対 GDP比 
 
 
    出所：OECD (2016)、 GDP per head of population を基に筆者作成 








   ―非生産的な R&D の過大評価、パテント数を使った狭いアウトプットの評価など 
（３）地理的範囲を限定する公的機関の統計の限界 
 ―多国籍企業の研究開発活動を正確に把握できない 
 一方、IRI を用いて研究開発集約度の国際比較を行った Moncada-Paternò-Castello の研究
は、大きな批判を免れているため、以降でその内容を吟味する。欧州連合と他競合国との
研究開発集約度の「ギャップ」を産業毎に分析する方法が評価されて、JRC Working Papers 




 Moncada-Paternò-Castello(2016a)は、研究開発集約度（R&D Intensity: 以降は RDI と略記）
の分解モデル（RDI Decomposition Model）を主題とした文献を調査した。通常、RDI は付
加価値に対する R&D（研究開発費）の比率、もしくは売上高に対する R&D（研究開発費）
の比率を指す。EU2020 が対 GDP3％を目標に掲げるように、RDI は重要な指標であるにも
関わらず、RDI 分解モデルの研究が少ないと彼は指摘して、自身を含めて 15 本の論文の概
要を解説する112。 








て構造的影響と固有の影響の位置が変わる点に注意されたい。（式 5－1 と式 5－2 は、EU
を主体に、米国を比較対象国とした場合）i は、カテゴリー（産業種別など）、S は i の当
該国における付加価値（value added）の占有率、もしくは売上高の占有率。RDI は、当該
国の付加価値合計、もしくは売上高合計に対する R&D（研究開発費合計）の比率となる。 
  𝑅𝐷𝐼𝑋 − 𝑅𝐷𝐼𝑍 = ∑ 𝑅𝐷𝐼𝑧, 𝑖𝑖  (𝑆𝑋,𝑖 − 𝑆𝑍,𝑖 ) + ∑ 𝑆𝑥, 𝑖𝑖  (𝑅𝐷𝐼𝑋,𝑖 − 𝑅𝐷𝐼𝑍,𝑖 ) …（５） 
                                                   
111 Dosso et al.(2015)p.2 
112 Moncada-Paternò-Castello(2016a) pp.4-5 15 本の論文は ANNEX Table A1.を参照。 
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式 5－1:  RDI の差分（例 X:米国 Z:EU）＝ Intrinsic effect  +  Structural effect 
式 5－2:  RDI の差分（例 X:EU  Z:米国）＝ Structural effect +  Intrinsic effect  
 
 
出所：Moncada-Paternò-Castello(2016a) p.7 Figure1 
 




善の余地が残されているものと解釈する。先行する Erken=van Es(2007)は、OECD のデー
タベースを使用して、1987 年から 2003 年を対象に、S に付加価値の占有率を用いて、米国
と EU15 ヶ国の RDI 差、即ち R&D/value added の比率は米国が大、かつ Intrinsic（固有の影
響）が大を示した。ここでの式は、5－2 が使用される。 
内生的要因
市場 産業と適正 （規模、売上高、生産性、 （参入障壁、製品の差異、
・競争力 ・産業構造 ファイナンス） 需要）
・市場規模 ・制度的枠組み
・需要の質と量 ・企業家精神


















そこで本節は、Moncada-Paternò-Castello(2016b) の IRI を用いた最新の研究を精査する。
彼は、2005 年度、2009 年度、2013 年度で、欧州連合 28 ヶ国と米国、日本、スイス、アジ
ア諸国、BRICS、その他と対象国・地域を 7 つに分類して比較分析を行う。S は、売上高




分析が行われた欧州連合（EU28）と米国に絞り、表 4.1 と表 4.2 に結果を示す113。RDI の
四分類は、売上高に対する R&D、即ち RDI の高低で分類されるが、属する産業を次に例
示する114。企業は、四分類のいずれかに属し、R&D と Sales の総計から EU28 カ国と米国
でそれぞれ四分類の占有率を算出する。数字を縦に足すと 100(%)になる。 
表 4.1 で R&D は、EU28 と米国ともに High と Medium-high に分類される産業群に集中す
る。米国は High の比率が高まっている。一方の Sales に関しては、EU28 と米国では差が
見られる。EU28 は Low の比率が高く、米国は High と Medium-high が高い。これら占有率
の分布が、EU28 と米国の RDI 差に影響を及ぼすことになる。 
 
表 4.1 研究開発費と売上高の占有率（RDI別） 
 
出所: Moncada-Paternò-Castello(2016b) p.13  
 
                                                   
113 IRI は欧米以外のサンプルに関しては欠損も多く、精度が疑わる為、第６章で改めて分析を行う。 
114 Ibid., p.35 BOX1.を参照。四分類は、Hatzichronoglou (1997)に準拠する。 
IRI の産業種別は、ICB(Industrial Classification Benchmark)に準拠するため、英単語のまま表記する。 
Year 2005 2009 2013 2005 2009 2013
Number of firms 319 349 354 539 447 409
High 5%<RDI 35 35 32 68 69 71
Medium-high 2%<RDI<5% 51 48 52 29 25 24
Medium-low 1%<RDI<2% 6 7 6 2 5 4
Low RDI<1% 7 10 10 1 2 1
High 5%<RDI 8 8 8 27 29 36
Medium-high 2%<RDI<5% 34 31 34 41 37 36
Medium-low 1%<RDI<2% 12 13 11 7 12 12







（１）High: RDI 5%以上 
Pharmaceuticals and biotechnology; Health care equipment and services;  
Technology hardware and equipment; Software and computer services; Leisure and goods 
（２）Medium-high: RDI 2%～5% 
Aerospace and defense; Automobiles and parts; Electronics and electrical equipment; 
Industrial engineering and machinery; Chemicals; Personal goods; Household goods; 
General industrials; Support services  
（３）Medium-low: RDI 1%～2% 
Food producers; Beverages; Travel and leisure; Media; Oil equipment; Electricity;  
Fixed line telecommunications 
（４）Low: RDI 1%未満 
Oil and gas producers; Industrial metals; Construction and materials;  
Food and drug retailers; Transportation; Mining; Tobacco; Multi-utilities 
 
表 4.2 の Summary は、先の式 5－1 から導かれる。米国と EU28 の RDI 差（overall gap）
は 2005 年が 1.4%、2009 年が 1.9%、2013 年が 2.2%と拡大する方向にあり、その要因は、
Structural effect（構造的影響）が支配的であることが読み取れよう。本表の上段が RDI 差
を分解した結果で、下段が構造的影響を説明する産業種別の効きの度合いを示す。レシオ
が 1 を超える産業は、米国が EU28 に比して大を意味する。下段で一番下の「Total」が上
段の US RDI を EU28 RDI で除した数字と等しい。 
先ず、「Total」から見れば、2013 年度の EU28 ヶ国合計の R&D は 1.022 と米国と遜色が
ない反面、Sales は 0.589 と EU28 ヶ国が圧倒する。企業数は EU28 が 354 社、米国が 409
社と米国が多い。このことは、米国は売上高の割に R&D が大きく、故に RDI が高いこと
を意味する。EU28 は、RDI が Low の産業群で売上高の比率が高いため、全体の RDI が低
く抑えられることも影響する。 
次に、High と Medium-high に属する 14 産業に着目すると、RDI に関しては 4 つの産業、
R&D では 8 つの産業、売上高では 10 の産業で米国の優位が観察される。EU28 は、自動車
関連で優位であることも読み取れる。High と Medium-high 以外の産業群（other sectors）は、
米国の R&D が大きい。 




                                                   
115 Ibid., p.27 
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表 4.2 RDI比較分析の概要（米国対 EU28） 
 
出所: Moncada-Paternò-Castello(2016b) pp.18-19 を基に筆者作成 
 
 再度、全米科学財団の BRDIS を確認しておこう。2013 年度分が 2016 年 8 月に公開され
た。表 4.3 は、2009 年度と 2013 年度における従業員 5 人以上の全米の民間企業が社内で実
施した R&D（研究開発費：自己負担に加え、公的基金、外部の資金も含まれる）と Sales
（売上高）の総額を示し、国内に限定されない Worldwide の結果である。R&D の大きな産
業を抜き出して、全産業（All industries）に占める%を下段に、RDI を右側に表記する。 
RDI は、High の医薬（NAICS コード 3254）とコンピュータ・エレクトロニクス（NAICS
コード 334）の R&D の占有度が Sales に比して高い。2009 年から 2013 年にかけて上昇し




Summary 2005 2009 2013
US RDI 4.4% 4.8% 5.2%
EU28 RDI 3.0% 2.9% 3.0%
RDI overall gap 1.4% 1.9% 2.2%
Structural effect 1.8% 2.7% 2.9%
Intrinsic effect -0.4% -0.7% -0.7%
US to EU28 ratio 
High and Medium-high Sectors 2005 2009 2013 2005 2009 2013 2005 2009 2013
Pharmaceuticals 0.965 1.005 1.042 1.235 1.366 1.399 1.280 1.361 1.342
Software 1.174 1.017 0.955 1.104 1.473 1.359 0.941 1.447 1.422
Health care equipment and services 1.639 1.642 0.848 1.466 1.225 1.406 0.895 0.747 1.658
Biotechnology 1.577 1.359 1.745 2.770 2.320 3.663 1.754 1.709 2.096
Telecommunications equipment 0.917 1.136 0.980 0.353 0.296 0.494 0.385 0.260 0.504
Semiconductors 0.893 0.881 1.037 0.635 0.519 1.078 0.712 0.590 1.040
Aerospace and defence 0.355 0.508 0.562 0.531 0.684 0.772 1.495 1.346 1.372
Automobiles and parts 0.829 0.732 0.686 0.940 0.495 0.479 1.134 0.677 0.698
Chemicals 0.704 0.835 1.757 0.507 0.488 0.894 0.720 0.585 0.509
Commercial vehicles and trucks 0.623 0.697 0.628 0.910 0.798 0.546 1.462 1.145 0.870
Electronic equipment 1.095 1.238 0.543 1.370 1.357 1.792 1.250 1.096 3.300
General industrials 0.781 0.829 0.547 4.348 4.098 2.410 5.587 4.950 4.405
Household goods and home construction 1.389 0.983 0.936 1.996 1.560 1.155 1.439 1.587 1.233
Industrial machinery 0.476 0.931 0.724 0.733 0.688 0.928 1.538 0.739 1.282
Other sectors [of the full samples] 1.631 1.873 2.299 1.071 1.206 1.418 0.656 0.644 0.617
Total [all sectors of full samples] 1.484 1.681 1.736 0.835 0.876 1.022 0.563 0.521 0.589
RDI R&D Investment Sales
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IRI は、R&D 上位企業を対象とするため、BRDIS の全産業と全企業を網羅する RDI と一
致しないが、Moncada-Paternò-Castello(2016b)は、IRI の R&D が少数の巨大企業、特定の産
業、国・地域に集中する偏りを確認した。7 分類の国・地域では、企業数の多い米国、EU28、
日本で R&D 全体の 8 割強を占める。加えて、各々の国・地域で R&D 上位企業から RDI
を累積する方法が取られる116。R&D の首位から順に、二番、三番と Sales と R&D を累積
して RDI を求めると、RDI は次第に減少する傾向が示される。累積平均 RDI は、当然なが
ら R&D 上位企業で高く、これらの企業は主に RDI が High の産業種別に属する。 
重要な知見として、ランク 60 位以下では、米国と対照的に、EU28 と日本は High に属
する企業が少ないことが指摘される。High に属する米国企業は、規模が小さくとも R&D
は大きく、故にランクイン数も多い。2013 年度における米国と EU28 の累積 RDI の差は、
ランクが 16 位から 35 位の間で小さく、上位と下位で大きい。2005 年度は、ランク 40 位
以降で差が開いている。 
産業種別の分析では、R&D 上位の産業の内、ICT 関連（Technology hardware & equipment、
Software & computer services、Electronic & electrical equipment）、バイオ・医薬、自動車関連
                                                   
116 Ibid., pp.21-22 Figure3 
(Billions of U.S. dollars) NAICS 2009 2013 2009 2013 2009 2013
All industries 337 396 10,139 13,319 3.3% 3.0%
Manufacturing industries 31–33 237 273 6,115 8,346 3.9% 3.3%
Pharmaceuticals and medicines 3254 53 62 483 721 11.1% 8.7%
Machinery 333 11 16 373 555 3.0% 2.8%
Computer and electronic products 334 69 85 865 1,070 8.0% 8.0%
Transportation equipment 336 56 55 1,141 1,481 4.9% 3.7%
Manufacturing industries 31–33 70% 69% 60% 63%
Pharmaceuticals and medicines 3254 16% 16% 5% 5%
Machinery 333 3% 4% 4% 4%
Computer and electronic products 334 20% 21% 9% 8%
Transportation equipment 336 17% 14% 11% 11%
WW R&D WW Sales RDI
 45 
の三部門が圧倒して、RDI が High の ICT 関連とバイオ・医薬で米国の占有率が高く、
Medium-high の自動車関連は、EU28 と日本が高い。22013 年の自動車関連の R&D 占有率
は、米国では 2005 年から低下を見せている117。本傾向は、先の表 4.3 と整合して、自動車
関連は、航空産業とともにNAICSコード 336の Transportation equipmentに含まれるが、2013











の RDI は、2005 年の 4.4%から 2013 年で 5.2%へと伸ばした。対する EU28 の RDI は、2005
年と 2013 年で 3.0%と変化が見られない。彼は、RDI 分解モデルから米国と EU28 の RDI
差が産業構造の影響を受けたものと結論づけ、RDI が High の産業で差が拡大し、小企業の
ランクイン数が欧州連合では少ない点を指摘する。 













                                                   
117 Ibid., p.24 Figure 4 TOP10 sectors (ICB-4)は、以下の産業が選択される。 
①Pharmaceuticals & biotechnology ②Technology hardware & equipment ③Automobiles & parts  
④Software & computer services  ⑤Electronic & electrical equipment ⑥Chemicals ⑦Aerospace & defense 
⑧Leisure goods ⑨Industrial engineering ⑩General industrials ⑪Others 








米国の独占電話事業者の研究開発を支援する目的で、ベル研究所は 1925 年に発足した。 
















は、若手研究者達の苦労の連続と試行錯誤によって実証される。1947 年 12 月の革命的発
明は、ベル研究所の経営陣や研究グループメンバーなど 31 人の投票結果で「トランジスタ」
と命名された122。その後、様々なトランジスタや新しい製造方法に関する特許は、連邦政






























「超 LSI 共同研究所は、1976 年から 1980 年にかけて川崎市宮崎台に開設された。この研
究所の最も特徴とする所は、複数のライバルメーカー、この場合、富士通、日立、三菱、













                                                   
124 Ibid.,p.423 
125 正式名称は、超エルエスアイ技術研究組合共同研究所。「超 LSI 共同研究所」と略す。 
LSI とは、Large Scale Integration（大規模集積回路）を指す。 
126 http://www.takeda-foundation.jp/reports/pdf/prj0101.pdf 第 1 章を参照。 
127 産業経済新聞(2013 年 8 月 17 日朝刊) 「ニッポンの分岐点」を参照。 
米政府は、日本市場の「構造的な閉鎖性」を糾弾。301 条を盾に日本側の輸出自主規制と日本市場での
外国製半導体受け入れを迫った。日本製半導体の「最低価格」を取り決めるダンピング輸出防止と、日
本市場の外国製半導体への開放を柱とする日米半導体協定が結ばれたのは 1986 年 9 月。数値目標につ
いては、付属文書であるサイドレターに「日本政府は外国製半導体の日本市場シェアが 20％を越える










年に「研究のための共同事業に関する反トラストガイド(Antitrust Guide Concerning Research 






い132。しかし、日の丸半導体の市場占有率が米国企業に迫る 80 年代半ばに入ると、SIA は
経済安全保障論を展開してさらに圧力を強める。 
SIA の影響は不明瞭だが、1986 年に日米半導体協定が締結し、翌年の 1987 年に米国の
半導体コンソーシアムの元祖、Semiconductor Manufacturing Technology(SEMATECH)が誕生
する。国防総省と民間半導体メーカー（米国籍のみ）が共同出資した「半導体製造技術開
発」は、国防総省から年間 1 億ドル、参加企業から年間約 1 億ドルが投じられた133。 
SEMATECH の成果は、論者によって意見が割れる。特定の産業を連邦政府の補助金を
使って支援することは、伝統的な経済政策とは相容れない。冨浦(1995)によれば、共和党
                                                   
128 SIA の反日キャンペーンは、米国の世論を動かす影響力はなかったかもしれない。しかし、米経済誌
「フォーチュン」1978 年 2 月号、「シリコンバレーの日本のスパイたち」という記事は、有名な事件
として業界関係者の記憶に残る。 





























 米国政府の公式見解を GAO(United States General Accounting Office)の Lessons Learned 
From SEMATECH (1992)に求めれば、シェアの低迷を阻止した理由から肯定的な評価が与え
られる138。日米半導体協定の数年後から米国は徐々に回復傾向を示す。市場占有率がほぼ











                                                   




135 松村(2006) p.24 
136 http://www.takeda-foundation.jp/reports/pdf/prj0102.pdf p.1 
137 http://regions.semi.org/jp/News/MailMaga/P043939「SEMI スタンダード 35 年のあゆみ」を参照。 
138 http://www.gao.gov/products/RCED-92-283 
139 http://www.semiconductors.org/ 2013 年 4 月 23 日のプレスリリースを参照。 
「米半導体産業は、244,800 人の直接雇用に加え、100 万人以上の雇用を支援している。米国政府の統計
データ(the U.S. Bureau of Labor Statistics) から雇用の波及効果は 4.89 倍と多くの産業を上回っている。
（建設業が 1.90、コミュニケーション産業が 2.52、自動車産業が 4.64、製造業全体は 2.91）」 
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半導体市場、図 5.2 に需要側の地域別推移を示す。 
半導体市場の規模は、1986 年の 260 億米ドルから 2014 年の 3358 億米ドルへと飛躍的に
増大した。1980 年代の旺盛な日本の需要は、日米半導体協定以降に徐々に弱まり、代わり
にアジア諸国が主役となる。1986 年度の僅か 7.8％から 2014 年度には 57.8％と他を圧倒す
る。図 5.2 は、21 世紀以降、半導体を必要とするコンピュータ・エレクトロニクス産業の
生産現場が、日本及び欧米からアジア諸国へシフトしたことを示唆する。1980 年代後半に
40％を占めていた日本は、2014 年には 10.4％まで落ち込んだ。 
次に、『半導体データブック』から売上高上位 50 社の内、1999 年度から 5 年毎に上位 30
社を抽出して表 5.1 に掲載する142。日本企業は薄いグレー、ファウンドリー企業を濃いグ
                                                   





142 電子ジャーナル社の『半導体データブック』は 2015 年（2014 年度分）を最後に、廃刊となった。 
売上高は、1 月から 12 月で各社の会計年度毎の売上高とは異なる。 
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レーと太字、ファブレス企業を黒に白字で配色する。企業名右横のパーセンテージは、市
場占有率を意味する。また、2000 年度から各年度の上位 10 社と上位 4 社の市場占有率を
図 5.3 に示し、図 5.4 に上位 30 社の内、首位の intel（米国）、二位の Samsung（韓国）、TSMC
（台湾）を筆頭とするファウンドリー企業群の合計を棒グラフに、日本企業群とファブレ
ス企業群を折れ線で示す。 
図 5.3 は半導体産業の寡占化を説明する。売上高上位 10 社、上位 4 社ともに市場占有率
は上昇傾向にある。図 5.4 で特筆すべきは、ファブレス企業群の急成長と対照的な日本企
業群の凋落であろう。自社工場を所有せずに開発と設計に特化して知的財産権を活用する




も維持している。他方、首位の intel は比較的堅調ながらも成長は鈍化し、第二位の Samsung




出所:WSTS Blue Book Data(2016)から筆者作成(2016) 
図 5.1 半導体市場の推移 
 
                                                   
143 永野(2002) p.182 を参照。 
TSMC（台湾積体電路公司）は、1973 年に台湾の中央政府主導で設立された財団法人工業技術研究院
(Industrial Technology Research Institute,通称 ITRI)からのスピンアウトで、1987 年 2 月に国策会社として誕




出所:WSTS Blue Book Data(2016)から筆者作成(2016) 
図 5.2 半導体市場の推移（需要側・地域別） 
 




1 intel 16% intel 14% intel 14% intel 15%
2 NEC 6% Samsung Electronics 7% Samsung Electronics 10% Samsung Electronics 11%
3 東芝 6% TI 5% 東芝 5% TSMC 8%
4 TI 5% ルネサステクノロジ 5% TI 4% Qualcomm 6%
5 Motorola 5% Infineon Technologies 4% TSMC 4% Micron Technology 5%
6 Samsung Electronics 5% STMicroelectronics 4% STMicroelectronics 4% SK Hynix 4%
7 日立製作所 4% 東芝 4% Qualcomm 3% TI 4%
8 STMicroelectronics 3% TSMC 4% Hynix Semiconductor 3% 東芝 3%
9 Hyundai Electronics Industries3% Philips Semiconductors 3% ルネサステクノロジ 3% Broadcom 2%
10 富士通 3% NECエレクトロニクス 3% NXP Semiconductors 2% STMicroelectronics 2%
11 Philips Semiconductors 3% Freescale Semiconductor 3% AMD 2% ルネサスエレクトロニクス 2%
12 三菱電機 3% Hynix Semiconductor 2% Micron Technology 2% MediaTek 2%
13 Infineon Technologies 3% AMD 2% ソニー 2% Infineon Technologies 2%
14 IBM Microelectronics 2% 松下電器産業 2% Infineon Technologies 2% AMD 2%
15 松下電子工業 2% Micron Technology 2% Broadcom 2% NXP Semiconductors 2%
16 Lucent Technologies 2% ソニー 2% NECエレクトロニクス 2% ソニー 2%
17 AMD 2% シャープ 2% Freescale Semiconductor 2% ASE 2%
18 シャープ 2% 富士通 2% MediaTek 2% Globalfoundries 1%
19 National Semiconductor 2% UMC 2% エルピーダメモリ 1% Freescale Semiconductor 1%
20 ソニー 2% ローム 2% NVIDIA 1% UMC 1%
21 三洋電機 2% Qualcomm 1% パナソニック 1% NVIDIA 1%
22 Micron Technology 2% Analog　Devices 1% ローム 1% Avago　Technologies 1%
23 TSMC 2% IBM Microelectronics 1% UMC 1% シャープ 1%
24 ローム 1% ASE 1% ASE 1% Marvell Technology Group 1%
25 LSI Logic 1% Broadcom 1% 富士通マイクロエレクトロニクス 1% Amkor Technology 1%
26 Amkor 1% Spansion 1% Marvell Technology Group 1% ON　Semiconductor 1%
27 ON Semiconductor 1% 三洋電機 1% Amkor Technology 1% Analog　Devices 1%
28 沖電気 1% Agilent Technologies 1% Analog　Devices 1% 富士通セミコンダクター 1%
29 Analog　Devices 1% NVIDIA 1% IBM　Microelectornics 1% Inotera Memories 1%
30 Conexant　Systems 1% Agere Systems 1% SPIL 1% ローム 1%













場占有率を意味する。新興企業が僅か 10 数年の間に市場占有率を 2.5%から 12.7%と 5 倍
に伸ばすことを可能とした要因は何であろうか。2003 年時点でファブレス企業とファウン
ドリー企業の成長を予見することは難しかったかもしれない。当時の市場占有率は、合計





新興企業の大半は、小規模からスタートする。Broadcom は僅か 2 名で創業した。ホーム
ページの「Facts at a GLANCE」144によれば、過去 20 年を超える同社の歴史の中で 50 社を
超える買収を実施したとある。企業統合を伴う大規模化は、最大手の Qualcomm を筆頭に、
他のファブレス企業も同様である。各社は 2001 年度まで売上高上位 30 社の圏外である。  
ここで、欧州連合の IRI を使用して、ファブレス企業大手 5 社の売上高、営業利益、研究
開発費、従業員数を総計する。2005 年度を基準の 100 と置いて、2014 年までの変化を図
5.5 に示す。明白にも、売上高と従業員数の変化の相関が顕著である。研究開発費が売上高
の変化を上回ることも特徴的であり、研究開発費の高騰を裏付ける。研究開発集約度（RDI）
は、2005 年の 18.2％から 2014 年で 23.5％に上昇した。イノベーション活動の分割の好例
とされたファブレス企業が 10 年間で従業員を 3.5 倍（5 社で 2 万人から 7 万人）に増加し
た事実は、大規模化に否定的な新しいパラダイムの理念と整合的であろうか。 
同様に、上位三社合計（intel、Samsung、TSMC）の動向を図 5.6 に整理する。ファブレ
ス企業ほどの急激な拡大は見られないが、2005 年度を基準として 2014 年度は、売上高と
営業利益が倍増し、研究開発費は 2.5 倍、（RDI は、2005 年の 8.7％から 2014 年で 10.5％）、
従業員数は 1.8 倍（3 社で約 26 万人から約 47 万人）と増加傾向にある。単純な比較を目的
に、2014 年度末の日本の製造業の従業員数上位 100 社（連結・IFRS 優先・3 月末が会計年
度の企業を対象）の従業員数の変化を図 5.7 に示す。従業員数を自然対数に変換した横軸
に対して、縦軸は 2014 年度末の従業員数を 2005 年度末の従業員数で除したものである。1
未満が従業員数の減少を意味する。100 社の内、1.5 未満は 71 社、2.0 を超えた企業が 6 社
で 3.0 を超える企業はない。 
本図は、同期間におけるファブレス企業群の3.5倍が大きな変化であることを示唆する。
次いで、表 5.1 に掲載した日本の主要半導体メーカー10 社（連結・IFRS 優先・3 月末が会
計年度の企業を対象）の 2005 年度と 2014 年度の研究開発費、売上高、従業員数を表 5.3
に示す。各財務数値は、半導体事業に限定されない全社の結果に留意するとして、10 社合
                                                   
144 http://www.broadcom.com/docs/company/BroadcomQuickFacts.pdf (accessed Aug.10,2015) 
 同社の HP から創業以来の従業員数と売上高の推移、近年の M&A の History を確認できる。 
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計は全てにおいて 2014 年度は 2005 年度を下回る。従業員数は約 10 万人減少し、売上高に
対する研究開発費の比率を示す RDI（研究開発集約度）は、0.9％低下した。 
 










2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Qualcomm,Inc. 1985 米国 rank 26 21 21 19 18 8 8 7 10 9 5 4 4
share 1.2 1.5 1.5 1.4 1.7 3.5 2.7 2.9 2.3 2.9 4.2 5.6 5.7
Broadcom Corporation 1991 米国 rank 25 23 22 21 17 15 11 11 11 9 9
share 1.1 1.2 1.5 1.5 1.9 2.0 2.3 2.5 2.7 2.7 2.5
NVIDIA Corporation 1993 米国 rank 25 26 29 25 26 19 21 20 23 19 17 21 21
share 1.3 1.1 0.9 1.0 1.2 1.6 1.5 1.4 1.2 1.3 1.5 1.3 1.3
Marvell Technology Group 1995 米国 rank 27 23 26 21 23 24 22 24
share 1.1 1.2 1.0 1.2 1.1 1.1 1.1 1.2
MediaTek Inc. 1997 台湾 rank 26 18 22 28 22 17 12
share 1.1 1.5 1.2 1.0 1.2 1.5 2.1








図 5.7 日本の製造業従業員数の変化（100社） 
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ーアの法則」は 50 周年を迎える。intel の創業者の一人、Moore(1965)は、部品当たりのコ
ストを最小限に抑えるには、複雑さが毎年倍増すると予測し、この傾向は 10 年継続する
だろうが、その先は a bit more uncertain と論じた。 
複雑さに関する本論文は敷衍されて、一つのシリコンチップに集積できるトランジスタ




この法則を遵守するための「標準化」を米国の半導体工業会 SIA が主導した。SIA は欧
州、日本、韓国、台湾の半導体工業会と最初の国際半導体技術ロードマップ（International 
Technology Roadmap for Semiconductors（以降は ITRS と略記）の編纂作業を 1998 年に開始
                                                   
145 Galbraith(1977,邦訳 2009)pp.227-230 
2005年度 2014年度 2005年度 2014年度 2005年度 2014年度 2005年度 2014年度
ソニー T6758 532 464 7,511 8,216 159 132 7.1% 5.7%
パナソニック T6752 565 457 8,894 7,715 334 254 6.3% 5.9%
日立製作所 T6501 405 335 9,465 9,775 327 337 4.3% 3.4%
東芝 T6502 372 310 6,344 6,115 172 199 5.9% 5.1%
富士通 T6702 242 203 4,791 4,753 158 159 5.0% 4.3%
三菱電機 T6503 131 195 3,604 4,323 99 129 3.6% 4.5%
シャープ T6753 154 141 2,797 2,786 47 49 5.5% 5.1%
ＮＥＣ T6701 341 134 4,825 2,936 154 99 7.1% 4.6%
ルネサスエレクトロニクス T6723 121 91 646 791 24 21 18.7% 11.5%
ローム T6963 34 40 388 363 20 21 8.7% 11.0%
10社合計 2,897 2,370 49,265 47,772 1,495 1,399 5.9% 5.0%
研究開発費(10億円) 売上高(10億円) 従業員数(千人) 研究開発集約度
 58 







今後、ITRS は米国に本拠を置く電気電子工業学会が策定する IRDS(IEEE International 
Roadmap for Devices and Systems)に引き継がれ、新たなロードマップの策定作業は、IEEE 
Standards Asscociation の産業界連携プログラムとして発足する。 
現在、エレクトロニクス及びコンピュータ業界の新たな「標準化」に向けた包括的かつ
網羅的なロードマップの作成が検討されているが、具体的な施策は見えない。ITRS が終了







他方、材料やプロセス開発を中心とした More than Moore149に向けた膨大な研究が進めら
れている。「ムーアの法則」の終焉は、半導体産業の進歩の終わりではないと主張する論者










                                                   
146 ITRS 2011 Edition（JEITA 訳 pp.1-2） 
147 10 億分の 1 メートル 
148 Nature (2016) 530: 145-147 
149 ITRS 2011 Edition（JEITA 訳）2 頁参照。「ムーアの法則に従うことなく、顧客に対し異なった方法で付
加価値を提供する機能的多様化という概念」 









 Langlois(2003)が特化の事例としたパソコン大手の Dell は、情報技術業界で過去最大の
M&A を実現する。同社は、2016 年 9 月、約 670 億米ドルを投じて EMC の買収を完了し、
Dell Technologies を設立した。「標準化」の進展に陰りが見え、コンピュータ・エレクトロ
ニクス産業が激動の時代を迎える中、半導体産業は素早く動き始める。EE Times Japan は、
M&A の嵐が吹き荒れた 1 年と称して、2015 年の業界再編を次のように振り返る。 
「数えきれないといって過言ではないほどの合併・買収劇が繰り返された…米国の市場調
査会社 IC Insights によると、2010 年から 2014 年の間は年平均で 100 億米ドルの買収総額
に対して、2015 年に実施もしくは発表された総額は 1000 億米ドルと平年の 10 倍、過去 5
年間を上回る規模だ」151 
ここで、2016 年の最新情報を踏まえて、100 億米ドルを超える買収計画を表 5.4 に示す。
中国の紫光集団の報道は、非公式のため、実現性は疑われるが、中国の海外企業の買収で
は最大規模となり、米中間の摩擦が懸念される。日本経済新聞社は、台湾の半導体業界の
再編に関連して、台湾のファブレス企業最大手の MediaTek が異例のペースで M&A を加速
していることを報じ、「市場シェア拡大には M&A が必然だ」と述べた蔡明介薫事長の言
葉を載せる152。MediaTek は、表 5.2 に挙がる大手 5 社で唯一の非米国籍企業である。 
2016 年は、日本のソフトバンク・グループが英国のファブレス企業の ARM Holdings を
240 億ポンドで買収が実現し、日本企業による海外企業の M&A では過去最大となった。
ARM Holdings は、売上高上位 30 社にランクインしない規模でありながら、高収益性に特
徴をもつ成長企業である153。次いで、アナログ半導体業界第 4 位の Analog Devices は、同
業 8 位の Linear Technology を 148 億米ドルで買収する計画を発表して、同業首位の Texas 
Instruments に次ぐ第 2 位の座を狙う。 
日本の半導体メーカーも新たな動きを始める。9 月、ルネサスエレクトロニクス株式会
社は、車載用半導体事業を強化する狙いで約 3000 億円を投じ、同業の Intersil Corporation
の買収を発表した。10 月、半導体業界で過去最大規模となる買収計画が発表される。ファ
ブレス企業の Qualcomm が車載用半導体の最大手であるオランダの NXP Semiconductors を
470 億米ドルで手中に収めることに合意した。自動車産業は、電気自動車や自動運転技術
の研究開発に伴って、半導体産業との連携をますます強めている。 
                                                   
151 EE Times Japan(2015.12.14) 
152 日本経済新聞 2015 年 9 月 12 日朝刊 
153『半導体データブック』によれば、ARM Holdings は、2012 年度が 60 位、2013 年度が 52 位。 
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先駆けて企業統合の動きを進めていた。はじめに、ASML Holding NV（以下 ASML と略記）
の垂直統合に言及する。同社は、オランダの Philips から 1984 年にスピンアウトした企業
で、同年に設立された欧州最大のコンソーシアム、ベルギーの IMEC と連携して、1990 年
代後半から急成長を遂げる。 
ASML は、中馬(2004)がアウトソーシングを戦略的に活用する好例と観たように、新し
いパラダイムを支持する代表的企業であろう。しかし、同社は、2012 年 10 月にサプライ
ヤーである光源メーカーの Cymer を 19.5 億ユーロで買収する計画を公表し、米・日・韓の
独占禁止法の承認を経て、翌年 5 月末に完了する。専門誌の Electronic Journal によれば、
図 5.8 の通り、半導体メーカー大手三社から資金提供を受けており、遅れている次世代技
術の開発を促進するよう迫られている154。 
                                                   





2015年3月 NXP Semiconductors Freescale Semiconductors 118 2015年12月
2015年5月 Avago Technologies Broadcom 370 2016年2月
2015年6月 intel Altera 167 2015年12月
2015年7月
非公式
紫光集団 Micron Technology 230 未定
2015年10月 Western Digital SanDisk 190 2016年5月




2016年7月 Analog Devices Linear Technology 148 2017年(予定）
2016年10月 Qualcomm NXP Semiconductors 470 2017年(予定）
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出所：Electronic Journal(2012)12 月号 P.67 
図 5.8 開発促進資金の流れ（100万ユーロ） 
 
次いで、水平統合の事例を挙げよう。2013 年 9 月 24 日、半導体製造装置メーカーの世
界 3 位の東京エレクトロン株式会社（以降は TEL と略記）と首位の米国の Applied Materials
（以降は AMAT と略記）は、グローバル・イノベーターを目指して、株式対価による経営
統合の契約の締結を公表する155。翌日の日本経済新聞社は、1 面で次のように報じる。「両
社の売上高を単純に合算すると 137 億ドルで、世界 2 位のオランダの ASML を引き離す。
米調査会社のガートナー（図 5.9）によると、12 年の半導体製造装置の世界出荷額シェア





るなど、R&D 関連の税制優遇メニューも豊富である。同じく、日本経済新聞の同年 12 月
28 日の報道によれば、第 2 位の ASML の直近 5 年間の平均税負担率は、10％を下回り、
TEL は 37%、AMAT は 28%であった。しかし、2015 年 4 月、米国司法省は競争法に基づ
いて、統合を認めない判断を下し、両社の統合は解消を余儀なくされる。 
                                                   
155 http://www.tel.co.jp/news/2013/0924_001.htm 
「オランダに法人登記する統合持株会社の時価総額は約 290 億ドル(2.8 兆円)、株の保有内訳は、AMAT の





















を負担しつつある。半導体製造装置メーカー上位 5 社の動向を IRI から表 5.5 に整理する
と、2005 年から 2014 年の 10 年間で RDI（研究開発集約度）の上昇を確認できる。 
 
 
出所：日本経済新聞 2013 年 9 月 25 日   
図 5.9 半導体製造装置メーカー上位 5社のシェア 
 
表 5.5 半導体製造装置メーカー上位 5社の動向（100万ユーロ） 
 
出所:IRI (2006、2015)を基に筆者作成(2016) 
R&D Sales RDI Emp. R&D Sales RDI Emp.
AMAT 797 5,927 13.5% 12,576 1,175 7,472 15.7% 14,000
ASML 329 2,529 13.0% 5,055 1,036 5,856 17.7% 14,072
TEL 315 4,566 6.9% 8,864 487 4,186 11.6% 10,844
LAM RESEARCH 165 1,274 12.9% 2,200 676 4,332 15.6% 7,300
KLA-TENCOR 288 1,768 16.3% 5,500 428 2,318 18.5% 5,880
TOP5 1,895 16,064 11.8% 34,195 3,802 24,164 15.7% 52,096
2005 2014
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Cymer を買収した ASML は、R&D が 3 倍に膨らみ、従業員数（Emp.）はおよそ 2.8 倍






































 はじめに、先の図 4.1 と図 4.2 に相当する日米の国内 R&D（研究開発費）の対 GDP 比と
日本の国民一人あたりの GDP を図 6.1 に示す。意外なことに、日本と米国の R&D の対 GDP
比は日本が大きく、その差は開く方向にある。一見すると、R&D の活発度は、日本が上回
ると解されるかもしれない。他方、日本の国民一人あたりの GDP は、米国を 100 とした場
合、徐々に低下して 70 を下回る。日本の生産性が低いと言われる所以であろう。 
 
 
   出所：OECD (2016) 
Gross domestic spending on R&D と GDP per head of population を基に筆者作成 
図 6.1 国内 R&D対 GDP比（日米比較） 
 
 次に、民間企業の社内使用研究費に着眼して、表6.1に整理する。名目と実質のGDP（Gross 
Domestic Product）並びに GNI（Gross National Income）を併記する。本表は、日本の低成長
と日本の R&D 対 GDP 比が米国に勝る理由を説明する。社内使用研究費（R&D）の総額は、
米国が大で日米差は拡大する方向にある。米国は、名目 GDP が R&D の変化率と同じ比率
で伸びているために、対名目 GDP 比が 1.9％と一定であった。対して、日本は名目 GDP
が下がり、R&D が微増したために、対名目 GDP 比が上昇したことになる。 
2001 年の R&D を 100 とした時、2013 年で米国企業の R&D は 160、日本企業の R&D は
113 と伸び悩む。2013 年の対 GDP 比で米国企業が 1.9％で日本企業が 2.6％ということは、
図 6.1 から民間企業を除く部門（公的機関と大学等）は、両国ともに対名目 GDP 比で 0.8％
前後を意味する。本結果は、Moncada-Paternò-Castello(2016b)の Table1 と概ね整合する。 
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表 6.1 日米企業の R&Dと対名目 GDP比  
 
出所：内閣府 国民経済計算（GDP 統計）「GDP の国際比較」、年次 GDP 実額、 
総務省「科学技術研究調査結果」、全米科学財団 BRDIS を基に筆者作成 
 
 表 6.1 の社内使用研究費（全産業）は、日本の場合、「連結」ではなく法人「単体」の集
計結果を意味する。米国は、国内に限定される。この問題については、次節で論じるとし
て、上記は公的資金と他人資本が含まれる。総務省の「科学技術研究調査結果」によれば、
受け入れ研究費が社内使用研究費に占める割合は、2001 年度と 2013 年度でおよそ 10％と
変わらず、全米科学財団の BRDIS によれば、公的資金が社内使用研究費に占める割合は、





は、2001 年から 3 年毎、米国企業に関しては、海外の研究開発費を含む 2009 年度から 2013








日本（Billion$） 4,703 4,160 4,910
米国（Billion$） 8,100 10,622 16,663
名目GDP 5,159 5,017 4,824
実質GDP 4,713 4,747 5,298
名目GNI 5,223 5,103 5,004
実質GNI　 4,800 4,831 5,078
社内使用研究開発費 日本（1000億円） 98 113 127
2001年=100 87 100 113
対名目GDP比 1.9% 2.2% 2.6%
社内使用研究開発費 米国（Billion$） 145 202 323
2001年=100 72 100 160




表 6.2 日米企業の自己負担 R&Dにおける社外支出の割合 
 











仮説１ 米国の小規模企業（従業員数 1000 人未満）の研究開発費の占有率は、上昇しない。 
仮説２ 研究開発費の日米差は、大規模企業（従業員数 1000 人以上）で拡大傾向にある。 
仮説３ RDI の日米差は、米国が大かつ拡大傾向にある。 
                                                   
156本研究は、日米比較を目的に、最大規模階級の 25000 人以上の企業を巨大企業、10000 人以上を大企業、
1000 人以上を大規模企業、1000 人未満を小規模企業と位置づける。 
2001 2004 2007 2010 2013
日本企業　自己負担研究費総額 1000億円 118 125 146 128 136
日本企業　社外支出総額 1000億円 13 16 21 20 21
全体 11% 13% 14% 15% 15%
1-999人 7% 9% 8% 6% 8%
1,000-9,999人 10% 12% 12% 14% 14%
10,000人以上 14% 16% 18% 20% 19%
2009 2010 2011 2012 2013
米国企業　自己負担研究費総額 Billion $ 312 316 341 353 376
米国企業　社外支出総額 Billion $ 36 39 38 39 44
全体 12% 12% 11% 11% 12%
5-999人 12% 11% 10% 11% 10%
1,000-9,999人 11% 11% 9% 9% 9%
10,000–24,999人 17% 16% 15% 17% 21%











金 1000 万円以上の会社法（平成 17 年法律第 86 号）に規定する会社の内、研究開発を行っ
た企業かつ、従業者が 1 名から調査対象となる。一方の BRDIS においては、1999 年以降

























                                                   
157 http://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/a3_25you.htm 
 「科学技術研究調査」では、売上高、研究開発費等の財務次項については、調査年の 3 月 31 日又はその
直近の決算日から遡る 1 年間の実績を指す。平成 27 年に実施した調査であれば平成 27 年 3 月 31 日現













点に関しても全米科学財団の BRDIS と同様である。 
日本の社内使用研究費（金融業・保険業を除く全産業）の内訳で、2013 年度分を確認す




職金、福利厚生費、社会保険料の雇用主負担分等）をいう。    
2. 原材料費：研究のための原材料費のほか、試作品費、消耗器材費、実験用小動物の餌代、
外部に製作を依頼した試作品、実験用模型等の費用をいう。    
3. 有形固定資産の購入費：研究に必要な全ての有形固定資産（土地・建物、構築物、船舶、
航空機並びに耐用年数 1 年以上かつ取得価額が 10 万円以上の機械、装置、車両、その他
の運搬具、工具・器具及び備品）の購入に要した費用をいう。    
4. 無形固定資産の購入費：研究に必要な全ての無形固定資産（１年以上にわたって使用さ
れる取得価額が 10 万円以上のソフトウェア等）の購入に要した費用をいう。   
5. リース料：研究のためにリース契約に基づいて支払った金額（土地・建物の賃借、短期
間のレンタル、チャーター等は含まない。）をいう。    
6. その他の経費：その他の研究に必要な経費で、固定資産とならない少額の装置・備品等
の購入費、印刷費、図書費、外部に委託した試験・検査等の費用、旅費、光熱水道費、
通信費、保険料、賃貸料等の経費をいう。    
7. 有形固定資産の減価償却費：研究のために使用した全ての有形固定資産に対する当該年
度の減価償却費の総額をいう。 
 次に、Cohen(2010)と Dosso ら(2015)が指摘した公的機関の資料の問題について、筆者の
観点で言及する。BRDIS に関しては、第一に公開が遅く、最新の企業動向の把握に適して
いない。2016 年 9 月時点では 2013 年度分が入手できる。日本の科学技術研究調査結果と
欧州連合の IRI は、調査年の翌年 12 月頃に公開される。 
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本首位のトヨタでは、2014 年度（2015 年 3 月末）の R&D は、単体（日本基準）では 8,862







（１）1～299 人、（２）300～999 人（３）1000～2999 人、（４）3000～9999 人、 
（５）10000 人以上  
他方、全米科学財団の BRDIS は、次の通り、日本とは異なる分類である。 
（１）5～499 人158、（２）500～999 人、（３）1000～4999 人（４）5000～9999 人 
（５）10000～24999 人、（６）25000 人以上 
ここでは、比較を目的に日本を（１）1～999 人（２）1000～9999 人、（３）10000 人以
上、米国を（１）5～999 人、（２）1000～9999 人、（３）10000～24999 人、（４）25000 人




別の割合を示す。付録 1 の米国（国内）は、表 3.1 を更新したものとなる。両国ともに、
1000 人未満の小規模企業の割合が増加する傾向は見られず、米国は企業数の増大にも関わ
らず、占有率は、いずれも 20％を下回り、低下を見せる。海外を加算した Worldwide(国内
＋海外)の R&D は、日本に接近する。 
次いで、仮説２の実証は、付録 1 と付録 2 を併用して、従業者数 1000 人以上のデータを
もとに表 6.3 にまとめる。付録 2 は、研究開発を行う企業数と企業内の研究者数の比較で
ある。日本に関しては、研究開発を専業とする研究者数と研究補助者、技能者、その他関
係者を含む研究関係従業者を記載する。米国の研究者数は、専業を基本とするが、時間で
                                                   
158 BRDIS では、1999 年度から 500 人未満は、5～24 人、25～49 人、50～99 人、100～249 人、250～499






2010 年と 2013 年の米国に着目すれば、社内使用研究開発費で国内と WW の差は大きい。
国内に対して WW は、2010 年が 125％、2013 年が 126％である。そこで、2001 年、2004
年、2007 年は国内の 120％で WW を補完する。日本企業の場合はどうであろうか。先のト
ヨタの例で研究開発費は連結で約 10％増しているため、連結は単体の 110％と仮定する。 
 
表 6.3 大規模企業の日米比較 
 
出所：総務省「科学技術研究調査結果」、全米科学財団 BRDIS を基に筆者作成 
従業者数1,000人以上の企業 2001 2004 2007 2010 2013
日本企業 （単体≒連結） 970 932 1051 970 980
米国企業 （国内≒WW） 1,557 1,482 1,514 1,338 1,390
日本企業 （単体） 1,000億円 94 96 114 102 108
日本企業（連結予想）1,000億円 103 106 125 113 119
米国企業 （国内）Billion$ 153 159 205 217 258
米国企業 （WW）Billion$ 184 191 245 271 325
為替レート 12月末 131.6 102.5 111.5 81.2 105.3
139 90 148 108 223
日本企業 （単体）研究者 310 313 351 366 368
日本企業 （単体）研究関係従業者 407 399 451 463 443
米国企業 （国内） 769 773 795 913 985
米国企業 （WW） 1,077 1,082 1,113 1,360 1,505







米国の研究者数（WW）は、国内に対して、2010 年が 149％、2013 年が 153％である。
2001 年、2004 年、2007 年を 140％で補完しよう。日本企業の研究者数は、単体のまま保留
















表 6.4 RDIの日米比較（規模別） 
 
出所：総務省「科学技術研究調査結果」、全米科学財団 BRDIS を基に筆者作成 
                                                   
159 日本の有価証券報告書には研究者数が記載されない。この点においても「科学技術研究調査」が法人
企業単体の集計に留まることは、問題があるように思われる。 
2001 2004 2007 2010 2013
総売上高 1000億円 3,458 3,814 4,716 3,723 3,816
全体 3.4% 3.3% 3.1% 3.4% 3.6%
1-999人 2.2% 2.2% 2.0% 2.2% 2.2%
1,000-9,999人 3.1% 2.8% 2.5% 3.1% 3.3%
10,000人以上 4.8% 5.1% 5.3% 5.1% 4.9%
2009 2010 2011 2012 2013
総売上高 Billion $ 10,139 12,182 12,901 12,932 13,319
全体 3.1% 2.6% 2.6% 2.7% 2.8%
5-999人 4.9% 4.0% 3.7% 3.7% 3.6%
1,000-9,999人 3.6% 2.5% 2.9% 2.9% 3.4%
10,000–24,999人 2.9% 2.4% 2.4% 2.7% 2.6%












次に、産業種別が 2011 年度から変更されるため、2010 年までの分類と連結して捉える
必要がある。さらに、同一企業がある年度から異なる産業種別に分類されるケースがある。
最後に、2003 年度と 2004 年度のサンプルは、欧州に偏りが見られる。従って、本研究は
IRI の 2005 年度から 2014 年度までの 10 年間を分析対象として、各年度の世界ランク上位
1000 社を以下の手順で抽出する。 
 
手順１  サイエンス型産業の選択（表 6.5） 
手順２ 売上高 50 Million ユーロ以上 
手順３ 研究開発集約度（RDI）0.5%以上  
手順４ 各種の補正（欠損分の追加、産業種別の統一、誤記の修正） 
 




Aerospace & Defense(271) Aerospace & Defense ①
Automobiles & Parts(335) Automobiles & Parts ②
Chemicals(135) Chemicals ③
General Industrials(272) General Industrials ④







Computer hardware (9572) Technology Hardware & Equipment
Electrical components & equipment (2733) Electronic & Electrical Equipment
Electronic equipment (2737) Leisure Goods









表 6.5 のサイエンス型産業は、RDI が High と Medium-high の産業で R&D 総額が大きい
７産業を選択する。これらは、RDI がおよそ 3％を超える産業群である。グレーで配色し
た⑦を一括して、広義のコンピュータ・エレクトロニクス産業と捉える。 
Fixed-line telecommunications(653) と Mobile telecommunications(657)を今回の分析対象か
ら外したことに留意されたい。売上高が巨大故に RDI が低く、突如上位 1000 社にランク
インするケースが多い理由に因る。AT&T や NTT など各国の代表的企業を除外せざるを得
ない問題は、論者によって意見が分かれるであろう。また、手順 4 の詳細を付録 3 に整理
した。 
ここで、2014 年度の R&D 上位 2500 社の内訳を表 6.6 に示す。企業数が 20 社を超える
産業を選択し、IRI のオリジナル・データを補正せずに記す。本研究が対象とするサイエ
ンス型産業の 1000 社は、補正後のデータを記載して、R&D は全産業のおよそ 80％、Sales
は 43％、Profits（税引き前営業利益）は 47％を占める。他の産業に関しては、R&D が小
さく、企業数も少ないために、国際比較に適していない。 
 
表 6.6 R&D上位 2500社の内訳（2014年） 
 
出所:IRI (2015)を基に筆者作成(2016) 
Billion Euro 企業数 R&D Sales Profits RDI Profitability Profits Share
総計 2,500 607 17,973 1,735 3.4% 9.7% 100%
サイエンス型産業 1,814 506 8,784 903 5.8% 10.3% 52%
サイエンス型産業1000社 1,000 487 7,780 821 6.3% 10.6% 47%
Health Care Equipment & Services 100 13 346 33 3.8% 9.7% 2%
Construction & Materials 72 9 809 49 1.1% 6.1% 3%
Food Producers 58 7 515 45 1.3% 8.7% 3%
Personal Goods 46 4 213 27 1.8% 12.5% 2%
Industrial Metals & Mining 40 4 467 24 0.8% 5.2% 1%
Household Goods & Home Construction 38 5 225 29 2.2% 12.7% 2%
Support Services 34 3 101 11 3.1% 11.3% 1%
Oil & Gas Producers 32 10 2,965 214 0.3% 7.2% 12%
Electricity 30 3 498 40 0.6% 8.1% 2%
Banks 29 10 429 105 2.2% 24.5% 6%
Travel & Leisure 21 2 137 18 1.8% 13.1% 1%
Others 186 32 2,483 236 1.3% 9.5% 14%
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２）R&D上位 1000社の概観 
 はじめに、R&D 上位 1000 社の企業数の内訳（国別、産業別）を付録 4 に添付する。国




 続けて、研究開発費（R&D）と売上高（Sales）、並びに RDI（上位 1000 社と産業毎）の
推移を表 6.7 に示す。本表から RDI は、産業毎に特徴があることが確認できる。⑥のバイ
オ・医薬は最も高く、次に⑦のコンピュータ・エレクトロニクス産業の順である。また、
上位 1000 社の RDI が上昇していることも重要な点であり、次節で考察を加える。 
 





次いで、Moncada-Paternò-Castello(2016b)を参考に、2005 年度と 2014 年度の累積平均 RDI
を図 6.2 に示す。R&D 上位企業から順に R&D と Sales を累積して累積平均 RDI を算出す
る。本図の横軸が企業数で縦軸が累積平均 RDI である。上位 1000 社の RDI は、2005 年度
が 5.9％で 2014 年度が 6.3％である。累積平均 RDI は、これらの数字に収束するように変
化する。 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
R&D
(Billion Euro)
318      317      319      361      337      380      421      439      429      487      
Sales
(Billion Euro)
5,397   5,442   5,543   6,219   5,523   6,534   7,127   7,342   7,010   7,780   
RDI 5.9% 5.8% 5.8% 5.8% 6.1% 5.8% 5.9% 6.0% 6.1% 6.3%
① 4.6% 4.8% 4.4% 4.1% 4.0% 4.1% 4.4% 4.4% 4.4% 4.4%
② 4.2% 4.0% 4.2% 4.4% 4.7% 4.1% 4.3% 4.2% 4.3% 4.4%
③ 3.3% 3.2% 3.0% 3.1% 3.5% 3.5% 3.3% 3.6% 3.6% 3.7%
④ 3.8% 3.5% 3.2% 3.1% 3.3% 3.4% 3.5% 3.7% 3.7% 3.6%
⑤ 2.7% 2.6% 2.6% 2.7% 3.1% 3.1% 3.0% 3.2% 3.2% 3.1%
⑥ 14.7% 15.4% 15.6% 16.0% 15.6% 15.1% 14.9% 15.0% 15.2% 15.2%
⑦ 7.5% 7.4% 7.3% 7.3% 7.5% 7.0% 7.4% 7.4% 7.8% 7.9%
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その「ギャップ」（本図の右端）は、単純計算で 0.4％となるが、R&D 上位 50 以内に着
目すると 1％以上の開きがあり、R&D 上位企業群で累積平均 RDI のギャップが大きいこと
になる。R&D 上位 100 社の RDI は、2005 年度が 6.7％、2014 年度が 7.5％で、ギャップは
0.8％であった。以上は、分析対象の範囲、即ちサンプル数によって、RDI ギャップが変化
することを意味する。付言すれば、累積平均 RDI はこの後どれほどサンプル数を増やして
も上がらない。表 6.4 から類推すれば、RDI が 7％以上の企業が多数には及ばない。 
 
出所:IRI (2006-2015)を基に筆者作成(2016) 
図 6.2 R&D上位 1000社の累積平均 RDI（2005年、2014 年） 
 
 本節の最後に、産業別の R&D と Sales の占有率を表 6.8 に示す。表 6.7 と合わせて日米
比較分析の際に使用する。Moncada-Paternò-Castello(2016b)の分析と同じく、R&D は三部門
が支配的である。⑦は、R&D も Sales も占有率を伸ばしている。意外にも⑤の Industrial 
Engineering も同様であった。 
対照的に、①と④が R&D と Sales の占有率を落としている。表 6.7 に戻れば、2005 年度








































































究開発費の売上高弾力性を意味する b が 1 を超え、（３）式では三次項の係数が負となる点





で、2005 年度と 2014 年度の IRI をもとに、R&D 上位 1000 社の Sales と R&D、並びに（２）
式による推定結果を図 6.3 にプロットする。下の二つの図は、（２）式に用いる為に、各々
（単位は百万ユーロ）を自然対数に変換する。（１）式と（２）式で Y は研究開発費、X は
売上高、（３）式で RD は研究開発費、S は売上高である。 
 
  𝑌𝑖=a𝑋𝑖
𝑏𝑒𝑖 …（１）⇒   log𝑌𝑖=log a + b log𝑋𝑖+𝑒𝑖 …（２） 
 R𝐷𝑖= c +𝑑1𝑆𝑖+𝑑2𝑆𝑖
2+𝑑3𝑆𝑖
3+𝑒𝑖             …（３） 
2005 2014 2005 2014
① 4.65% 4.25% 5.99% 5.98%
② 20.25% 19.16% 28.39% 27.14%
③ 5.22% 4.54% 9.39% 7.78%
④ 7.00% 4.78% 10.79% 8.28%
⑤ 2.90% 4.48% 6.36% 8.95%
⑥ 20.86% 20.59% 8.34% 8.49%
⑦ 39.11% 42.20% 30.75% 33.37%




図 6.3 R&D 上位 1000社の売上高と研究開発費（2005年、2014 年） 
 
 上位 1000 社の研究開発費（R&D）の売上高弾力性は、両年度ともに 1 を下回り、0.62
～0.63 近傍であるが、直観されるように、サンプルのばらつきが大きく、決定係数も低い。
但し、全体の R&D の上昇は本図から読み取れる。最下位の R&D は、2005 年度の 18 Million 
Euro に対して、2014 年度で 44 Million Euro と上昇した。 
ここで、NEEDS-Financial QUEST2.0を利用して、2005年度と 2014年度の日本企業のR&D
の売上高弾力性を確認する。抽出条件は、上場企業、製造業、IFRS 優先、研究開発費が計
上された企業を対象とする。両年度160の R&D 上位 1000 社を図 6.4 にプロットし、企業数
に応じた R&D の売上高弾力性を上部に記す。縦軸が研究開発費（H01033）の自然対数変
換、横軸が売上高（D01021）の自然対数変換である。 




                                                   




出所:NEEDS-Financial QUEST2.0 をもとに筆者作成(2016) 
図 6.4 日本企業の研究開発費の売上高弾力性（2005年、2014年） 
 
 次に、非線形モデルによる推定結果はどうであろう。（３）式（被説明変数の RD は研
究開発費、説明変数の S は売上高）から IRI の 2005 年度と 2014 年度の推定結果を表 6.9
に示す。3 次項の係数はいずれも正であるが、2005 年度は統計上の有意を示さず、2014 年
度は有意である。しかし、いずれも決定係数は低く、図 6.3 に見られる通り、売上高が巨
大な少数の企業の分布に影響を受けるため、この方法もまた R&D 上位企業の分析に効果
的とは言えまい。むしろ、1 次項の係数が 2005 年の 0.074 から 2014 年で 0.088 と上がった
点に注意を払うべきかもしれない。 
 




企業数 200 400 600 800 1000
2005年度 弾力性 0.78 0.79 0.83 0.84 0.93
2014年度 弾力性 0.69 0.70 0.75 0.75 0.81
2014年度 N=10002005年度 N=1000
Adj R-squared 0.74 0.66
Coef. t 値 P>I t  I Coef. t 値 P>I t  I
一次項 0.074 19.97 0.000 0.088 18.71 0.000
二次項 -0.0003 -3.65 0.000 -0.0007 -7.45 0.000
三次項 6.57E-07 1.35 0.178 2.55E-06 6.72 0.000
2005年   n=1000 2014年   n=1000
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出所:NEEDS-Financial QUEST2.0 をもとに筆者作成(2016) 







を上回る研究開発費の上昇率を意味し、弾力性が 1 を超えることを含意する。 
そこで、R&D 上位 1000 社、上位 100 社、1000 社にランクインした米国企業、日本企業
を対象に、被説明変数を各々の研究開発費の合計𝑦𝑡、説明変数を売上高の合計𝑥𝑡、誤差項
𝑢𝑡として、（１）式、（２）式を応用して、次の（６）式、（７）式から OLS: Ordinary Least 
Squares（最小二乗法）によって弾力性 b を推定する。 
日本に関しては、ユーロから円に変換し、その他は米ドルへ変換した数字を扱う。為替
レートは、IRI が採用する 12 月末時点に倣い、付録 5－1 に各々のデータを整理して、表
6.10 に弾力性の推定結果、並びに 2005 年度と 2014 年度の RDI を示す。統計ソフトは、
STATA14 を使用して、正の系列相関の有無を DW（Durbin-Watson）値から判定する。10
年のサンプルでは、DW 値がおよそ 0.88 以下で正の系列相関が疑われるが、いずれも問題
がないことを確認した。 
 𝑦𝑡= a𝑋𝑡
𝑏𝑢𝑡 ( t=2005,…,2014 )           ……（６） 
⇒ log 𝑦𝑡= log a+ b Log 𝑥𝑡+𝑢𝑡 ( t=2005,…,2014)   ……（７） 
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表 6.10 弾力性の推定結果と RDI（１） 
 
 
 表 6.10 は、仮説３の「RDI の日米差は、米国が大で拡大傾向にある」を支持する。RDI
の日米差は、2005 年度の 1.46％から 2014 年度は 2.79％と大きく開いた。上位 1000 社の




 RDI は、売上高に対する R&D の比率であるため、仮に R&D を一定とすると、売上高が
下がれば、RDI は上昇する。反対に売上高が大きく上がれば、RDI は下降するため、年度
によって、ある程度のばらつきが想定される。従って、トレンドの確認が重要であろう。
付録 5－1 の図から大凡のトレンドが読み取れよう。黒の菱形が 2005 年度、濃いグレーの
菱形が 2009 年度、白の△が 2014 年度である。 
図は、弾力性の検証のために、縦軸、横軸ともに自然対数変換するが、リーマンショッ
クの影響を受けた 2009 年度に着目すると、米国の売上高は、2005 年度よりも小さく、近
似曲線から外れている。仮に 2009 年度を除けば、さらに弾力性は上がり、決定係数も上が
る。R&D 上位 1000 社、上位 100 社の各年度は、概ね近似曲線近傍にプロットされるが、
日本の場合は、2005 年度と 2009 年度、他の年度も外れが顕著である。このことは、表 6.10
に示した決定係数に現れる。 
付録 4 の企業数を確認すると、米国は 2009 年の 376 社から 2014 年で 357 社、日本は 2009
年の 185 社から 2014 年で 164 社である。両国ともにランクイン数を落としながらも、米国
は R&D を大きく増加させる一方で日本は微増に留まる。仮に、2009年度を起点として 2014
年度までを検証すれば、日本の R&D の売上高弾力性は限りなくゼロに接近する。以上は、
米国企業が企業統合を劇的に加速して RDI を低下させない限り、R&D 上位企業の RDI の
日米差は、今後も拡大することが予想される。 
                                                   
161 図 6.4 と図 6.5 で使用した日本の製造業で、2005 年度の RDI は、上位 1000 社が 3.84％、上位 100 社が
4.73％、2014 年度の RDI は、上位 1000 社が 3.64％、上位 100 社が 4.74%と変化に乏しい。 
上位1000社 上位100社 米国 日本
R-squared 0.97 0.96 0.91 0.60
Adj R-squared 0.97 0.96 0.90 0.55
弾力性b 1.08 1.18 1.33 0.57
t 値 16.91 14.77 9.09 3.49
P>I t I 0.000 0.000 0.000 0.008
cons -4.13 -5.38 -7.64 4.96
DW値 1.49 2.66 1.39 1.04
2005年度RDI 5.89% 6.73% 6.42% 4.96%
2014年度RDI 6.26% 7.45% 7.63% 4.85%
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 同様の分析を他国と産業別に行い、弾力性の推定結果と RDI を表 6.11 に示し、データを




 例えば、英国の RDI は 8.8％から 9.3％へと上昇したが、弾力性は 1 を大きく下回り、決
定係数も 0.6 と低い。この点は 2011 年度以降、少数の巨大企業で売上高が減少したことが
影響する。産業では③と④の決定係数が低く、DW 値は正の系列相関を示しており、推定
された弾力性の信頼度は低い162。付録 6－2 からデータのばらつきが観察されよう。 
 国別、産業別にみると RDI は一様の上昇傾向を示さないが、全体のダイナミクスは、企
業数の多い米国と⑦に引っ張られ、売上高の変化率以上に R&D は上昇した。以上で予備
的考察を終え、以降は Moncada-Paternò-Castello(2016b)の RDI 分解モデルを応用して、RDI
の日米差を子細に分析する。 
 




                                                   
162 正の系列相関が疑われる場合は、Prais-Winsten 回帰モデルにより系列相関を除去する方法がある。こ
の場合、③の弾力性の推定結果は 0.67（DW 値は 1.61）、④は 0.54（DW 値は 1.04）といずれも 1 を下
回る。⑥は 0.89 と際どいため、実施すると、弾力性の推定結果は 1.05（DW 値は 1.3）と上がる。 
国別 Switzerland Germany Taiwan France UK
R-squared 0.92 0.78 0.95 0.78 0.64
Adj R-squared 0.91 0.75 0.94 0.75 0.60
弾力性b 1.26 1.16 1.02 0.91 0.68
t 値 9.79 5.26 12.03 5.29 2.84
P>I t I 0.000 0.001 0.000 0.001 0.022
cons -5.48 -5.04 -3.92 -1.68 1.25
DW値 1.60 1.45 1.66 1.51 1.13
2005年度RDI 9.6% 5.4% 2.8% 6.3% 8.8%
2014年度RDI 10.5% 6.1% 2.9% 6.5% 9.3%
産業別 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
R-squared 0.83 0.91 0.69 0.53 0.97 0.97 0.96
Adj R-squared 0.81 0.90 0.65 0.48 0.97 0.97 0.96
弾力性b 0.81 1.00 1.00 0.57 1.25 0.99 1.05
t 値 6.26 9.25 4.19 3.03 17.18 16.31 14.01
P>I t I 0.000 0.000 0.003 0.016 0.000 0.000 0.000
cons -0.58 -3.18 -3.35 2.54 -6.82 -1.69 -3.31
DW値 0.96 1.73 0.71 0.58 1.45 0.89 1.22
2005年度RDI 4.6% 4.2% 3.3% 3.8% 2.7% 14.7% 7.5%




 本節は、R&D 上位企業の RDI の日米差の分析に際して、（５）式を応用して、新たに次






R&D 上位企業に限られるため、RDI が Low に属する企業を網羅することが出来ない。従
って、High と Medium-high に絞る方が効率的かつ有効と考える。 
𝑹𝑫𝑰𝑿 − 𝑹𝑫𝑰𝒁 = (𝑹𝑫𝑰𝑿 − 𝑹𝑫𝑰𝒀) − (𝑹𝑫𝑰𝒁 − 𝑹𝑫𝑰𝒀) 
= (∑ 𝑹𝑫𝑰𝒚, 𝒊𝒊  (𝑺𝑿,𝒊 − 𝑺𝒚,𝒊 ) +  ∑ 𝑺𝒙, 𝒊𝒊  (𝑹𝑫𝑰𝑿,𝒊 − 𝑹𝑫𝑰𝒚,𝒊 ))― (∑ 𝑹𝑫𝑰𝒚, 𝒊𝒊  (𝑺𝒛,𝒊 − 𝑺𝒚,𝒊 ) +
 ∑ 𝑺𝒛, 𝒊𝒊  (𝑹𝑫𝑰𝒛,𝒊 − 𝑹𝑫𝑰𝒚,𝒊 )) ……（８）                 
X：日本企業、Z：米国企業、Y：R&D 上位 1000 社、i：サイエンス型産業の 7 種、 
S：産業別の売上高占有率（当該国、上位 1000 社）、対象年度：2005 年、2014 年 
 はじめに、（８）式に使用するデータを付録 7 に整理する。Sales の「Share2」と RDI、




クトロニクス産業の R&D の占有度を 51.5％から 53.5％へと上げる一方で、②の自動車関
連産業を大きく落とし、対照的に、日本は②の減少を僅かに留め、⑦の落ち込みが著しい。
本傾向は、先の Moncada-Paternò-Castello（2016b）と符合する。  
これらを（８）式で検証すると、直観的に理解が容易い。次の表 6.12 にその結果をまと
める。上段が日本と上位 1000 社の RDI 差、中段が米国と上位 1000 社の RDI 差で、下段が
日米の RDI 差になる。RDI 差は、便宜的に Structural と Intrinsic に分かれるが、片方に偏る
ことはなく、双方の影響が観察される。結論として、日米の RDI 差の支配的要因は、⑦に
あることが読み取れよう。2005年度と 2014年度でその差が拡大した要因もまた⑦にある。 
次いで、日米の累積平均 RDI を図 6.6 に示す。2005 年度が左図、2014 年度が右図になる。 
図 6.2 と同じく、横軸は企業数で R&D 上位企業の順、縦軸が累積平均 RDI である。明白
にも日本は変化に乏しく、米国が上昇した。ところで、表 6.12 で確認したように、RDI の
日米差は、公的機関の資料を基にした表 6.4 と整合しない。IRI にランクインする日米企業
の大半は、従業員 1000 人以上の大規模企業に属する。大規模企業の RDI は、表 6.4 では、
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計算上 3％を下回ることになる。そこで、今回の分析対象から外した RDI が低い企業を含
めて考察を加える。 
 






図 6.6 日米累積平均 RDI（2005年、2014年） 
Total Structural Intrinsic Total Structural Intrinsic
AB-EF F(A-E) A(B-F) AB-EF F(A-E) A(B-F)
① -0.27% -0.27% 0.00% ① -0.26% -0.26% 0.00%
② 0.28% 0.22% 0.07% ② 0.39% 0.50% -0.11%
③ 0.04% 0.02% 0.02% ③ 0.08% 0.08% 0.01%
④ 0.14% 0.06% 0.08% ④ 0.18% 0.18% 0.00%
⑤ -0.05% -0.03% -0.02% ⑤ -0.10% -0.09% -0.01%
⑥ -0.85% -0.81% -0.04% ⑥ -0.66% -0.75% 0.09%
⑦ -0.23% 0.39% -0.62% ⑦ -1.04% -0.35% -0.69%
SUM -0.93% -0.42% -0.51% SUM -1.41% -0.71% -0.71%
CD-EF F(C-E) C(D-F) CD-EF F(C-E) C(D-F)
① 0.01% 0.17% -0.16% ① 0.06% 0.20% -0.14%
② -0.37% -0.27% -0.10% ② -0.62% -0.57% -0.05%
③ -0.09% -0.05% -0.04% ③ -0.04% -0.02% -0.01%
④ -0.14% 0.00% -0.14% ④ -0.04% 0.00% -0.05%
⑤ -0.05% -0.02% -0.02% ⑤ -0.05% -0.04% 0.00%
⑥ 0.39% 0.35% 0.04% ⑥ 0.43% 0.31% 0.12%
⑦ 0.77% 0.18% 0.59% ⑦ 1.63% 0.66% 0.97%
SUM 0.53% 0.37% 0.16% SUM 1.37% 0.53% 0.84%
① -0.28% -0.44% 0.16% ① -0.32% -0.46% 0.14%
② 0.66% 0.49% 0.17% ② 1.01% 1.06% -0.06%
③ 0.13% 0.07% 0.06% ③ 0.12% 0.10% 0.02%
④ 0.28% 0.05% 0.23% ④ 0.22% 0.17% 0.04%
⑤ 0.00% -0.01% 0.01% ⑤ -0.05% -0.05% 0.00%
⑥ -1.24% -1.16% -0.08% ⑥ -1.09% -1.07% -0.03%
⑦ -1.01% 0.21% -1.21% ⑦ -2.67% -1.01% -1.67%
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2014 年度でサイエンス型産業以外の企業数は、米国企業においては、サイエンス型産業
の 357 社に対して、およそ 170 社に上る。一部には、石油関連、電力、ガスなど、計上さ
れる R&D は小さくとも Sales が巨額の企業が含まれる。これらを合算すると、R&D は僅
か 26 Billion Euro で Sales は 1691 Billion Euro、RDI は 1.55％である。米ドルに変換して、
サイエンス型産業と合わせて RDI を算出すると、米国は 5.2％となり、7.6％から大きく低
下する。IRI にランクインしない企業を万と合算していくと、恐らく累積平均 RDI は一層
に低下して 3％前後に収束するであろう。 
他方、2014 年度の日本企業は、サイエンス型産業の 164 社に対して、その他は 108 社に
上る。同様に RDI を算出すると、3.5％となり 4.85％から低下する。図 6.4 で用いた製造業
1000 社の RDI は、3.64％である。全産業の RDI では、さらに低下することになろう。 
以上から RDI を国際比較する場合は、分析対象によって結果が左右されることに注意を
払いたい。全産業でその差を問えば、日米差は小さい。しかし、R&D 上位企業と RDI が
High と Medium-High の産業に範囲を絞れば、米国の RDI が大で日本との差は拡大した。
日米企業の R&D 上位 50 社を付録 8 に添付する。企業名の左横の数字は、R&D のランク
を示し、右横に産業種別、⑦の企業数を上部に記載した。⑦がおよそ半数を占める。 
以降は、研究開発活動の効率性に関する考察を試みたい。周知の通り、RDI は大きけれ







して、税引き前営業利益（以降は Profits と略記）に着眼する。当然ながら、Profits は当期
の R&D の効率性を十分に説明するものではない。通常、R&D が Profits に反映されるまで
には、一定の時間を要するであろう。その時間差は、産業と企業によってばらつきが想定
される。また、Profits は必ずしも R&D の成果とは限らない。  
従って、ここでは R&D の上昇率と Profits の上昇率の関係に焦点を当てる。表 6.13 は、
R&D 上位 1000 社、100 社、日米で、2005 年度と 2014 年度の R&D と Profits から各々の上
昇率を整理したものである。仮に、Profits の上昇率が R&D の上昇率を大きく下回れば、
R&D の効率性が低下したと理解しても支障はなさそうだが、意外にも一様に 1.1 倍で
Profits の上昇率が R&D の上昇率を上回る。直近の 10 年間で R&D 上位企業に限定すれば、
効率性の顕著な低下は観察されなかったと言えるのではないか。 
さらに重要なことに、Profits の日米差も RDI 同様に、この 10 年間で拡大した。Profits
を産業別に分解して、表 6.14 にまとめる。「Share1」は、上位 1000 社に占める両国の占有
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率、「Share2」は産業別の占有率を意味する。上位 1000 社の Profits で⑦の占有率は、33％
から 41％と最大の伸びを示す。 
⑦における両国の占有率は、2005 年度の 78％から 2014 年度は 69％へ低下する。米国が
61％と維持する反面、日本は 10％も低下して 8％まで落ち込む。表 6.14 で右下の「Profits
増加率」を見ると、⑦の日本は変化がなく、上位 1000 社と米国は 200％を超えたことが読
み取れよう。「Share2」に着目すれば、2014 年度で米国の⑦は、52％と Profits の大半を占
める。②の自動車関連は僅か 3％に過ぎない。他方、日本は強みである②が 37％から 42％
に上がる一方で「Share1」が 47％から 35％と大きく落ちた点は、憂慮される。 
 以上から結論を導くと、サイエンス型産業の日米差は、RDI と Profits の両面において⑦
が支配的要因で拡大した。2005 年度から 2014 年度の範囲では、R&D と Profits が相補的に
拡張する好循環の米国企業と対照的に、日本企業は微増に留まる。各々の上昇率から R&D
の効率性を算出すれば、日米は 1.1 と同等である。 























上位1000社 564 994 176% 157% 1.12
上位100社 372 631 169% 150% 1.13
米国 279 478 171% 151% 1.14
米国100社 237 410 173% 156% 1.10
日本 98 132 134% 119% 1.13




































① 0% 0% 67% 7% 30 5% 0% 2% 26
② 47% 37% 7% 2% 77 14% -12% 3% 81
③ 21% 11% 38% 7% 54 10% -6% 2% 16
④ 9% 7% 68% 18% 74 13% 13% -20% -6
⑤ 12% 4% 43% 5% 33 6% 5% -2% 36
⑥ 7% 8% 52% 21% 111 20% -3% 0% 57
⑦ 18% 33% 60% 40% 185 33% -10% 1% 219
SUM 17% 100% 49% 100% 564 100% -4% -1% 429
Profits増加率 日本 米国 上位1000社
① 0% 0% 69% 8% 55 6% 369% 193% 186%
② 35% 42% 10% 3% 158 16% 153% 292% 205%
③ 15% 8% 40% 6% 71 7% 93% 138% 130%
④ 21% 11% 48% 7% 68 7% 229% 65% 92%
⑤ 17% 9% 41% 6% 69 7% 295% 201% 210%
⑥ 4% 5% 52% 18% 168 17% 88% 150% 151%
⑦ 8% 25% 61% 52% 404 41% 100% 223% 219%













IRI を利用して、R&D 上位企業に分析対象を絞り、さらに RDI の高いサイエンス型産業に
範囲を限定して本仮説を確認した。検証の際、Moncada-Paternò-Castello（2016b）の RDI









業の R&D と Profits の占有率は、相対的に低下した。この教訓を活かすとすれば、日本の
科学技術政策が、「オープン・イノベーション」の限界を踏まえることが肝要である。国内
の人口減少は自明であるから、今後は国外の知識・人的資本を吸収する仕組みが問われる。











































早めるとともに、R&D の増大と Profits の著しい偏りをもたらした。今世紀に注視され始
めた知的財産権の濫用による標準化のホールド・アップ問題は、反グローバリズムの高ま
りに呼応して、今後ますます顕在化することが予想される。この観点において、コンピュ
ータ・エレクトロニクス産業の新たなロードマップと目される IRDS (IEEE International 





















告書にも米国の Form 10-K にも開示されないため、連結の数字が不可欠であろう。 
第二は、IRI で産業をサイエンス型産業に限定した点にある。研究開発集約度が低い産
業の影響を排除することで日米差が鮮明となる反面、国際比較という観点では不完全と指
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出所：総務省「科学技術研究調査結果」、全米科学財団 BRDIS を基に筆者作成 
 
2001 2004 2007 2010 2013
社内使用研究開発費 1000億円 113 118 136 121 127
1-999人 16.6% 18.4% 16.2% 15.5% 14.7%
1,000-9,999人 39.1% 39.5% 40.4% 43.3% 43.2%
10,000人以上 44.3% 42.1% 43.4% 41.1% 42.1%
社内使用研究開発費 Billion $ 202 208 269 279 323
5-999人 24.2% 23.5% 24.0% 22.3% 20.2%
1,000-9,999人 21.9% 23.8% 23.7% 27.1% 27.0%
10,000–24,999人 13.4% 15.0% 17.1% 15.0% 15.9%
25,000人以上 40.5% 37.7% 35.2% 35.5% 37.0%
2009 2010 2011 2012 2013
社内使用研究開発費 Billion $ 337 338 359 375 396
5-999人 22.1% 19.9% 19.2% 17.8% 18.0%
1,000-9,999人 24.4% 28.2% 26.8% 27.6% 28.2%
10,000–24,999人 18.3% 15.0% 17.1% 16.1% 15.4%
25,000人以上 35.2% 37.0% 36.9% 38.4% 38.5%
2001 2004 2007 2010 2013
自己負担研究開発費 1000億円 118 125 146 128 136
1-999人 16.1% 17.6% 15.3% 14.0% 14.0%
1,000-9,999人 40.8% 40.6% 41.2% 44.3% 43.8%
10,000人以上 43.1% 41.8% 43.5% 41.7% 42.2%
2009 2010 2011 2012 2013
自己負担研究開発費 Billion $ 312 316 341 353 376
5-999人 21.2% 19.6% 19.6% 17.4% 17.1%
1,000-9,999人 25.1% 27.5% 25.5% 26.7% 26.4%
10,000–24,999人 20.1% 17.0% 19.0% 18.1% 18.0%



















出所：総務省「科学技術研究調査結果」、全米科学財団 BRDIS を基に筆者作成 
 
 
企業数 2001 2004 2007 2010 2013
1-999人 16,900 23,336 21,303 13,675 10,675
1,000-9,999人 904 873 989 906 912
10,000人以上 66 59 62 64 68
合計 17,870 24,268 22,354 14,645 11,655
5-999人 31,706 39,547 41,905 47,055 69,084
1,000-9,999人 1,283 1,237 1,250 1,099 1,140
10,000–24,999人 156 143 158 134 141
25,000人以上 118 102 106 105 109
合計 33,263 41,029 43,419 48,393 70,474
研究者数（単位：千人） 2001 2004 2007 2010 2013
1-999人 120 142 132 124 117
1,000-9,999人 162 173 200 205 197
10,000人以上 148 140 151 161 171
合計 430 455 483 490 485
5-999人 291 338 335 499 510
1,000-9,999人 270 270 287 347 381
10,000–24,999人 144 179 188 176 201
25,000人以上 355 324 320 390 403
合計 1,060 1,111 1,131 1,412 1,495
2009 2010 2011 2012 2013
5-999人 587 564 605 577 591
1,000-9,999人 465 529 545 582 617
10,000–24,999人 292 248 273 263 270
25,000人以上 533 583 602 643 618




















































2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
US 439 425 403 392 376 370 372 361 361 357
Japan 185 179 176 184 185 192 209 195 173 164
China 2 4 7 8 13 11 33 34 45 94
Germany 62 68 74 77 74 74 64 66 67 63
Taiwan 40 41 37 38 41 46 43 43 40 47
UK 59 50 52 41 47 48 40 42 47 42
France 36 37 37 40 38 36 31 33 33 31
Switzerland 29 28 30 29 28 29 29 31 30 30
South Korea 9 11 15 14 16 14 22 24 26 27
The Netherlands 12 15 17 17 17 16 14 16 16 19
上位10ヶ国 873 858 848 840 835 836 857 845 838 874
①Aerospace & Defense 36 39 42 44 41 43 43 42 43 40
②Automobiles & Parts 86 85 87 93 89 91 102 105 101 107
③Chemicals 98 98 94 95 90 89 89 83 76 77
④General Industrials 44 42 42 42 46 46 45 46 51 49
⑤Industrial Engineering 84 90 98 104 110 110 115 120 114 109
⑥Pharmaceuticals
　& Biotechnology
134 132 133 135 133 130 132 127 125 123
⑦コンピュータ・
　エレクトロニクス










2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
US Dollar 1.18 1.32 1.46 1.39 1.43 1.34 1.29 1.32 1.38 1.21
R&D(Billion$) 375 418 466 502 482 510 545 579 592 589
Sales(Billion$) 6,369 7,184 8,093 8,645 7,899 8,766 9,222 9,692 9,675 9,414
US Dollar 1.18 1.32 1.46 1.39 1.43 1.34 1.29 1.32 1.38 1.21
R&D(Billion$) 258 287 321 340 325 346 370 384 390 386
Sales(Billion$) 3,838 4,201 4,575 4,898 4,431 5,009 5,150 5,366 5,405 5,181
US Dollar 1.18 1.32 1.46 1.39 1.43 1.34 1.29 1.32 1.38 1.21
R&D(Billion$) 158 173 185 194 170 186 199 214 224 238
Sales(Billion$) 2,457 2,585 2,765 2,815 2,402 2,706 2,944 3,034 3,079 3,117
Yen 139.22 157.12 163.33 126.00 133.57 108.80 100.60 114.15 145.14 146.41
R&D(BillionYen) 8,960 9,525 10,212 10,677 10,684 9,589 10,073 10,152 10,665 10,931





R&D上位1000社（Million Dollar) 米国（Million Dollar)









Billion 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
Swiss Franc 1.550 1.610 1.660 1.480 1.480 1.250 1.217 1.210 1.230 1.200
R&D 17.9 18.9 21.2 22.4 23.0 22.9 23.6 24.0 24.6 26.5
Sales 185.4 208.7 227.4 224.7 232.4 232.2 242.1 245.8 243.9 252.2
GBP 0.69 0.67 0.73 0.97 0.89 0.86 0.84 0.84 0.84 0.78
R&D 9.4 9.3 8.6 10.4 9.9 10.4 11.1 11.3 11.5 11.9
Sales 106.8 102.8 101.7 117.1 131.6 138.1 140.4 134.1 132.1 128.6
NT Dollar 38.74 42.97 47.42 45.61 45.89 39.11 39.17 38.28 41.42 40.02
R&D 143.1 163.8 177.0 223.3 237.3 281.2 275.7 301.6 330.9 406.2
Sales 5,064.8 6,516.5 7,846.6 8,191.0 8,643.4 10,973.8 10,729.7 12,275.1 12,130.7 13,912.5
R&D (Euro) 35.2           36.9           37.1           39.8           38.7           41.9           44.3           50.1           52.9           55.7           
Sales (Euro) 654.4         739.4         755.3         732.4         630.9         783.1         800.6         888.3         876.2         906.1         
R&D (Euro) 15.7           16.8           19.1           18.8           17.6           17.5           18.9           20.5           20.5           20.3           
Sales (Euro) 249.5         268.4         285.4         277.6         260.5         295.3         307.3         318.4         316.9         314.7         
Billion $ 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
R&D 17.5 21.1 22.1 21.5 21.2 21.6 23.2 24.9 26.5 25.0
Sales 381.3 436.1 498.5 518.9 525.0 530.2 530.8 564.1 597.6 563.1
R&D 76.0 80.9 92.6 100.8 89.6 92.0 103.2 110.8 113.5 113.0
Sales 1,807.8 2,002.5 2,212.8 2,282.2 1,924.5 2,230.6 2,421.4 2,620.7 2,652.6 2,555.2
R&D 19.6 22.6 23.8 26.4 25.6 26.9 27.7 28.8 28.3 26.7
Sales 597.9 704.3 783.5 842.5 722.1 759.9 826.7 798.7 782.7 732.3
R&D 26.3 27.5 26.6 29.6 30.3 31.5 32.5 31.5 31.6 28.2
Sales 686.9 787.3 823.5 958.7 908.0 919.3 918.0 845.2 847.1 779.7
R&D 10.9 12.5 16.4 18.0 18.7 21.4 25.1 29.9 29.1 26.4
Sales 405.3 474.9 626.9 671.5 605.5 685.5 823.9 926.2 908.0 842.8
R&D 78.3 91.5 102.1 109.3 108.2 116.5 117.2 121.1 122.9 121.4
Sales 531.0 594.9 655.3 683.7 692.6 771.5 789.1 809.0 807.7 799.3
R&D 146.8 162.0 182.5 196.7 188.1 200.3 215.8 232.3 240.4 248.7





















Switzerland (Million Swiss Franc) France (Million Euro)
Germany (Million Euro) UK (Million GBP)








①Aerospace & Defense ②Automobiles & Parts
③Chemicals ④General Industrials











































① 1 0.3% 0.4% 0.1% 6.84% 17 62.3% 39.9% 9.7% 2.93% 36 323.2 14.8 6.0% 4.58%
② 30 28.5% 29.8% 33.6% 4.40% 19 29.8% 26.5% 22.0% 3.73% 86 1,532.0 64.4 28.4% 4.21%
③ 36 25.7% 26.9% 10.0% 3.44% 29 32.7% 27.5% 8.0% 2.76% 98 506.7 16.6 9.4% 3.28%
④ 11 27.3% 32.2% 12.2% 4.51% 15 39.0% 25.6% 10.9% 2.51% 44 582.1 22.3 10.8% 3.82%
⑤ 20 19.8% 17.5% 5.2% 2.38% 15 33.8% 28.2% 5.6% 2.24% 84 343.5 9.2 6.4% 2.68%
⑥ 23 8.2% 7.5% 2.9% 13.34% 60 49.7% 50.8% 10.7% 15.09% 134 450.0 66.4 8.3% 14.75%
⑦ 64 28.1% 21.6% 36.0% 5.77% 284 41.6% 51.5% 33.2% 9.28% 518 1,659.6 124.4 30.7% 7.50%
SUM 185 24.0% 20.2% 100.0% 4.96% 439 38.6% 42.0% 100.0% 6.42% 1000 5,397.2 318.1 100.0% 5.89%
① 1 0.3% 0.3% 0.1% 4.82% 15 57.7% 40.1% 10.4% 3.09% 40 465.3 20.7 6.0% 4.44%
② 27 28.0% 26.2% 38.3% 4.15% 21 17.4% 16.0% 14.3% 4.07% 107 2,111.7 93.4 27.1% 4.42%
③ 29 25.1% 25.6% 9.9% 3.72% 23 30.4% 28.6% 7.1% 3.44% 77 605.2 22.1 7.8% 3.65%
④ 12 31.4% 31.4% 13.1% 3.61% 10 33.3% 28.3% 8.3% 3.07% 49 644.4 23.3 8.3% 3.61%
⑤ 19 13.4% 12.8% 6.0% 3.00% 22 28.2% 27.7% 7.6% 3.07% 109 696.6 21.8 9.0% 3.14%
⑥ 19 8.2% 9.7% 3.5% 17.81% 37 41.1% 44.2% 10.5% 16.33% 123 660.6 100.3 8.5% 15.18%
⑦ 57 17.2% 12.0% 29.0% 5.53% 229 41.3% 53.5% 41.7% 10.25% 495 2,596.2 205.6 33.4% 7.92%
SUM 164 19.8% 15.3% 100.0% 4.85% 357 33.1% 40.4% 100.0% 7.63% 1000 7,780.1 487.1 100.0% 6.26%
2005
2014








日本企業 24 米国企業 25 日本企業 21 米国企業 26
1 6 Toyota Motor ② 1 Ford Motor ② 9 TOYOTA ② 3 MICROSOFT ⑦
2 15 Matsushita Electric ⑦ 2 Pfizer ⑥ 20 HONDA ② 4 INTEL ⑦
3 18 Sony ⑦ 3 General Motors ② 34 NISSAN ② 6 GOOGLE ⑦
4 20 Honda Motor ② 5 Microsoft ⑦ 37 SONY ⑦ 8 JOHNSON & JOHNSON ⑥
5 26 Hitachi ④ 7 Johnson & Johnson ⑥ 38 PANASONIC ⑦ 10 PFIZER ⑥
6 29 Nissan Motor ② 11 IBM ⑦ 43 DENSO ② 11 GENERAL MOTORS ②
7 33 Toshiba ④ 12 Intel ⑦ 45 TAKEDA ⑥ 12 MERCK US ⑥
8 41 Canon ⑦ 21 Merck ⑥ 47 TOSHIBA ④ 13 FORD ②
9 43 NEC ⑦ 22 Motorola ⑦ 51 HITACHI ④ 16 CISCO SYSTEMS ⑦
10 50 Fujitsu ⑦ 24 Hewlett-Packard ⑦ 58 CANON ⑦ 18 APPLE ⑦
11 51 Denso ② 27 General Electric ④ 76 ASTELLAS PHARMA ⑥ 22 ORACLE ⑦
12 62 Fuji Photo Film ⑦ 30 Cisco Systems ⑦ 78 FUJITSU ⑦ 23 QUALCOMM ⑦
13 70 Sharp ⑦ 32 Eli Lilly ⑥ 82 DAIICHI SANKYO ⑥ 25 IBM ⑦
14 71 Takeda Pharmaceutical ⑥ 36 Wyeth ⑥ 85 MITSUBISHI ELECTRIC ⑦ 32 AMGEN ⑥
15 76 Sanyo Electric ⑦ 37 Bristol-Myers Squibb ⑥ 89 OTSUKA ⑥ 33 GENERAL ELECTRIC ④
16 77 Mitsubishi Electric ⑦ 44 Amgen ⑥ 98 FUJIFILM ⑦ 35 BRISTOL-MYERS SQUIBB ⑥
17 81 Mitsubishi Heavy ④ 46 Boeing ① 106 AISIN SEIKI ② 36 ELI LILLY ⑥
18 86 Ricoh ⑦ 47 Delphi ② 107 SUMITOMO CHEMICAL ③ 39 EMC ⑦
19 89 Otsuka ⑥ 52 Texas Instruments ⑦ 108 MITSUBISHI HEAVY ④ 40 HEWLETT-PACKARD ⑦
20 93 Aisin Seiki ② 53 Oracle ⑦ 110 SHARP ⑦ 42 ABBVIE ⑥
21 98 Mazda Motor ② 54 Schering-Plough ⑥ 119 NEC ⑦ 48 GILEAD SCIENCES ⑥
22 100 Mitsubishi Chemical ③ 56 Abbott Laboratories ⑥ 120 MITSUBISHI CHEMICAL ③ 52 BOEING ①
23 104 Suzuki Motor ② 57 Sun Microsystems ⑦ 121 EISAI ⑥ 55 FACEBOOK ⑦
24 109 Bridgestone ② 64 Lucent Technologies ⑦ 127 SUZUKI ② 57 UNITED TECHNOLOGIES ①
25 111 Eisai ⑥ 65 United Technologies ① 134 MAZDA ② 59 BROADCOM ⑦
26 112 Sumitomo Chemical ③ 66 EI du Pont de Nemours ③ 135 SUMITOMO ELECTRIC ⑦ 61 CELGENE ⑥
27 118 Yamaha Motor ② 72 Freescale Semiconductor ⑦ 143 RICOH ⑦ 64 CATERPILLAR ⑤
28 126 Mitsubishi Motors ② 73 EMC ⑦ 148 BRIDGESTONE ② 66 DUPONT ③
29 128 Konica Minolta ⑦ 75 Advanced Micro Devices ⑦ 151 RENESAS ⑦ 69 BIOGEN ⑥
30 132 Pioneer ⑦ 78 Caterpillar ⑤ 160 YAMAHA ② 70 HONEYWELL ④
31 135 Yamanouchi Pharma ⑥ 79 Dow Chemical ③ 164 FUJI HEAVY INDUSTRIES ② 75 MONSANTO ③
32 138 Sumitomo Electric ⑦ 80 Honeywell ④ 169 ISUZU S ⑤ 79 DOW CHEMICAL ③
33 141 Kyocera ⑦ 82 Lockheed Martin ① 172 ASAHI KASEI ③ 80 WESTERN DIGITAL ⑦
34 143 Fuji Heavy Industries ② 83 Qualcomm ⑦ 173 KONICA MINOLTA ⑦ 87 DEERE ⑤
35 144 Asahi Kasei ③ 85 Applied Materials ⑦ 174 Olympus  ⑦ 91 APPLIED MATERIALS ⑦
36 145 Mitsubishi Pharma ⑥ 88 Eastman Kodak ⑦ 178 TOKYO ELECTRON ⑦ 92 MICRON TECHNOLOGY ⑦
37 147 Komatsu ⑤ 95 Visteon ② 179 Dainippon Sumitomo Pharma ⑥ 94 NVIDIA ⑦
38 150 Omron ⑦ 96 3M ④ 180 KOMATSU ⑤ 95 TEXAS INSTRUMENTS ⑦
39 153 Olympus ⑦ 97 CA ⑦ 181 TDK ⑦ 97 ABBOTT LABORATORIES ⑥
40 160 Alps Electric ⑦ 99 Electronic Arts ⑦ 188 NIKON ⑦ 99 DANAHER ⑦
41 163 Tokyo Electron ⑦ 101 Xerox ⑦ 193 MURATA MANUFACTURING ⑦ 101 LOCKHEED MARTIN ①
42 167 Seiko Epson ⑦ 102 Biogen Idec ⑥ 196 NINTENDO ⑦ 102 YAHOO! ⑦
43 171 Sega Sammy ⑦ 103 Agilent Technologies ⑦ 207 TORAY INDUSTRIES ③ 109 3M ④
44 193 Toray Industries ③ 107 Symantec ⑦ 212 KYOCERA ⑦ 112 MARVELL TECHNOLOGY ⑦
45 197 TDK ⑦ 108 Deere ⑤ 230 SHIONOGI ⑥ 118 SYMANTEC ⑦
46 202 Mitsui Chemicals ③ 114 Broadcom ⑦ 232 OMRON ⑦ 123 ADVANCED MICRO DEVICES ⑦
47 208 Nikon ⑦ 120 Micron Technology ⑦ 234 SEIKO EPSON ⑦ 124 ELECTRONIC ARTS ⑦
48 210 Kyowa Hakko Kogyo ⑥ 122 Google ⑦ 235 TOYOTA INDUSTRIES ② 129 JUNIPER NETWORKS ⑦
49 211 Murata Manufacturing ⑦ 124 Monsanto ③ 237 Kyowa Hakko Kirin ⑥ 131 DELL ⑦
















経営学会、組織学会、International Conference on Business Management、査読者の先生方をは
じめとする多くの有益なコメントをいただいた各大学の先生方に心からお礼を申し上げた
い。 
最後に、研究活動を支援してくれた家族、両親に感謝の意を表する。 
 
 
 
